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はじめに 

 本市においては、近年の環境問題や健康志向の高まりなどから、経済的で地球環境の負荷

低減に効果が期待できる自転車の利用が全国的に見直されてきたこと、また、通勤等におけ

る自動車依存度の高さ、自転車利用者による歩行者や自転車との接触事故、路上駐輪や放置

自転車等が社会問題となっていることなどを受け、市民に身近な乗り物である自転車の利用

環境を整備し、「歩行者の安全確保」、「自転車の交通事故の削減」、「環境にやさしく、健康に

も良い自転車利用の促進」を目的として、平成22年 3月に、「新潟市自転車利用環境計画」

を策定し、走行空間計画、駐輪計画、放置自転車対策、啓発活動計画の4つの柱を中心に、

各関係機関が連携して自転車利用環境の向上に取り組んできました。 

 その後、自転車への注目が高まる一方で、交通事故全体における自転車事故の割合が増加

していることから、平成24年 11月に、国土交通省と警察庁が、自転車走行空間のネット

ワーク化や通行ルールの徹底などを進めるため、「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドラ

イン」を策定するなど、自転車を取り巻く環境は大きく変化しました。 

 これらの背景を踏まえ、策定以来3年を経過した自転車利用環境計画の取り組みを検証し、

現在の自転車を取り巻く環境への対応や、本市において平成24年 12月に施行した、「新潟

市公共交通及び自転車で移動しやすく快適に歩けるまちづくり条例」との整合を図りながら、

施策の拡充、集約、重点化、評価指標の設定を行い、より実効性を高めるため、計画を一部

修正し改訂版を平成26年 3月に策定しました。 

 その後、前回の改訂から4年が経過し、「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」

の改定（平成28年 7月）や自転車活用推進法の施行（平成29年 5月）など、自転車を取

り巻く環境は更に大きく変化してきています。 

こうした最新の自転車動向を踏まえつつ、計画の進捗状況や目標の達成状況を評価し、継

続的で実効性ある改善を図るため、計画を一部修正し改訂版を策定しました。 

これに基づき、本市の自転車施策に取り組み、「歩行者、自転車、自動車が安全で安心して

共存できる道路空間の構築」の実現を目指していきます。 
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第1章 計画策定の趣旨 
（1）計画策定の背景と目的 

計画策定の背景

近年 環境問題 健康意識 高   市民生活 取 巻 環境 変化 受  経済的 地球
環境 負荷低減 効果 期待   自転車 利用 見直        
     通勤等    自動車依存度 高  自転車利用者   歩行者 自転車  接触事
故 路上駐輪 放置自転車等 社会問題         

計画策定の目的 
市民 身近 乗 物   自転車 利用環境 整備  
● 歩行者 安全確保
● 自転車 交通事故 削減
● 環境      健康  良 自転車利用 促進
 目的   新潟市自転車利用環境計画  策定   

地球温暖化防止京都会議

温室効果ガスの排出量を1990年比
の６％削減

地球温暖化対策推進大綱

○国民の努力(自転車利用の促進）

道路審議会(国土交通省）答申

「自動車利用から自転車利用への転
換を促進」

【昭和30年代】
・自転車は車道の左側通行を規程

【昭和40年代】
・交通量の増加により、交通事故の増加
・道路構造令、道路交通法の改正
（自転車歩行者道の誕生）

【昭和50年代】
・道路交通法の改正（自転車の歩道通行の規程）
・放置自転車の増大
・自転車の安全利用の促進及び自転車駐車場の整備に
関する法律（以下、「自転車法」という）の制定

【平成からの動き】
・自転車法の改正（自転車の安全性、駐車対策の総合
的推進等）

・道路構造令改正（自転車道の位置付けの明確化）
・道路上自転車・自動二輪車等駐車場設置のための法
改正・指針策定

・道路交通法の改正（普通自転車が歩道通行できる要
件を見直し）

環境意識 高  自転車 取 巻 環境 変化

H22.3 新潟市自転車利用環境計画 策定
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（2）計画修正の趣旨 
本市においては、環境問題や健康志向の高まりなどから全国的に自転車の利用が見直

されてきたことを受け、平成22年 3月に「新潟市自転車利用環境計画」を策定した。 

 その後、自転車への注目が高まる一方で、自転車の危険運転による社会問題化並びに、

路側帯の右側通行を禁止する道路交通法改正、国土交通省・警察庁によるガイドライン

の策定などの自転車利用環境変化を踏まえるとともに、新潟市で平成 24 年 12 月に施

行した「新潟市公共交通及び自転車で移動しやすく快適に歩けるまちづくり条例」と整

合を図りつつ、より実効性を高めるための施策の重点化等を図るため、平成 26 年 3 月

に計画の一部改訂を行った。 

前回の改訂から 4 年が経過し、国土交通省・警察庁によるガイドラインの改定や自転

車活用推進法の施行などの最新の自転車動向を踏まえつつ、目標の達成状況や計画の進

捗状況の評価を行い、継続的で実効性ある改善を図るため、計画を一部修正した。 

全国的な主な動向 新潟市・新潟県の主な動向 

H26.3 新潟市自転車利用環境計画（一部修正）

H31.3 新潟市自転車利用環境計画（一部修正）

中
間
評
価

H23.10  良好 自転車交通秩序 実現  
めの総合対策の推進について」（警察庁） 

H24.4         自転車環境 －安全
 快適 自転車利用環境 創出 向  提言
―（安全 快適 自転車利用環境 創出 
向けた検討委員会） 

H24.11 安全 快適 自転車利用環境創出
ガイドライン（ 国土交通省 警察庁）

H25.12 道路交通法 一部改正
（路側帯 通行方法 警察官   自転車 
検査等） 

H24.12 施行 新潟市公共交通及 自転車
 移動    快適 歩       条例（新
潟市） 

H25.4 施行 新潟市道路 構造 技術的基
準等 関  条例（新潟市）

H23.12 良好 自転車交通秩序 実現  
めの総合計画（新潟県警察） 
※毎年更新 

H23.12 健康長寿社会 実現       
エルネスシティ総合特区指定 

H28.7 安全 快適 自転車利用環境創出 
イドライン（ 国土交通省 警察庁）

H28.3 自転車      計画策定 早期進
展   安全 自転車通行空間 早期確保  
向  提言（安全 快適 自転車利用環境
創出の促進に関する検討委員会） 

H29.5 自転車活用推進法 施行
H30.6 自転車活用推進計画 閣議決定 

H22.3 新潟市自転車利用環境計画
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（3）自転車利用環境計画 位置付 
新潟市の上位計画は、「にいがた未来ビジョン（新潟市総合計画）」があり、その考え

方にもとづき「新潟市都市計画基本方針（都市計画マスタープラン）」「にいがた都市交

通戦略プラン」「新潟市地域公共交通網形成計画」「新潟市環境基本計画」「地球温暖化対

策実行計画（地域推進版）－環境モデル都市アクションプラン－」が作成されている。 

 また、新潟市では、快適に移動できる環境の実現に向け「新潟市公共交通及び自転車

で移動しやすく快適に歩けるまちづくり条例」を制定し、健幸都市づくり（SWC：スマ

ートウエルネスシティ）を進めている。 

 「新潟市自転車利用環境計画」は、「にいがた未来ビジョン」及び「健幸都市づくり」

を実現するための分野別計画であり、他の分野別既成計画と連携した計画として位置付

けられる。 

本計画は自転車利用環境計画に関してハード・ソフト施策を行うものであり、他の分

野と連携を図りながら計画の推進を図る。また、本計画の推進においては、分野間での

連携だけでなく、市民・事業者・行政の連携も必要であり、協働の取り組みとして進め

ていく。

上位計画の考え方に基づき、分野別の既成計画と連携した計画 

にいがた未来ビジョン（新潟市総合計画） 

新潟市自転車利用環境計画

新潟市環境基本
計画

地球温暖化対策
実行計画（地域
推進版）－環境
モデル都市アクシ
ョンプラン－

にいがた都市交通
戦略   

健
幸
都
市
づ
く
り
（
Ｓ
Ｗ
Ｃ
：
ス
マ
ー
ト
ウ
エ
ル
ネ
ス
シ
テ
ィ
）

「
生
涯
に
わ
た
り
、
健
や
か
で
幸
せ
に
（
健
幸
）
暮
ら
せ
る
ま
ち
」

新
潟
市
公
共
交
通
及
び
自
転
車
で
移
動
し
や
す
く
快
適
に
歩
け
る
ま
ち
づ
く
り
条
例

新潟市都市計画
基本方針 

（都市計画マスタ
ープラン）

新潟市地域公共
交通網形成計画 



第 1章 計画策定の趣旨 

1-4 

（4）自転車利用環境計画 区域 計画期間

①自転車利用環境計画 区域
自転車利用環境計画の計画区域は、新潟市全域を対象とする。 

②自転車利用環境計画の計画期間 
自転車利用環境計画の計画期間は、平成22年度から平成34年度（2022年度）ま

での13ヶ年とし、平成22年度から平成29年度までの8ヵ年を第1期、平成30年

度から平成34年度（2022年度）の5ヵ年を第2期とする。 

表 1-1 自転車利用環境計画 計画期間
H21 
(2009) 

H22 
(2010) 

H23 
(2011) 

H24 
(2012) 

H25 
(2013) 

H26 
(2014) 

H27 
(2015) 

H28 
(2016) 

H29 
(2017) 

H30 
(2018) 

H31 
(2019) 

H32 
(2020) 

H33 
(2021) 

H34 
(2022) 

● 
計画 
策定

● 
計画 
改訂

◆ 
中間 
評価 

● 
計画 
改訂

◆ 
達成度
評価

図 1-1 計画区域 

第１期 第 2期
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（5）自転車利用           
自転車は、健康的で便利な乗り物として、通勤・通学や買い物、レジャーなどの様々

な目的に利用され、市民の日常生活にかかせない足として重要な役割を果たしている。 

 このように自転車は気軽な乗り物である一方、都市部では大量の自転車が放置され、

歩行者や高齢者、障がい者等の通行を妨げ、まちの景観の悪化など様々な問題を引き起

こしている。また、自転車利用者のルールを無視した走行や歩行者・自転車の混在など

により、自転車での事故も生じている。 

 このようなことから自転車利用には、メリット、デメリットがあり、メリットを最大

限に活かし、デメリットとなる部分を削減する方策を同時に行っていくことが求められ

る。

図 1-2 自転車利用     図
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■移動  手段    自転車 特性

■自転車   他                      ■自転車      

■自転車利用を連携して推進するメンバーごとのメリット・デメリット

自転車利用     自転車利用      
利用者 
（自家用車 
から乗り換え 
た場合） 

①金銭 節約
②健康の増進及び重大病の回避 
③移動範囲の拡大 
④生活のゆとり、レクリエーション手段の確保 
⑤自動車交通事故 回避
⑥渋滞などストレスの解消 

①事故の被害者、加害者になる可能性 
②自転車盗難被害 可能性
③天候に左右される 

公共交通 
事業者 

①公共交通利用者 集客数 拡大
②渋滞低減による定時性確保 

①公共交通利用者   転換   乗降客
の減少の可能性 

②走行空間 競合阻害    
企業 ①社員 心身 健康増進   業務能率 

向上 
②社員用 駐車場 土地及 管理費 節約
③通勤手当費や健康保険費の削減 
④環境にやさしい企業イメージの向上 

①従業員が事故の加害者・被害者となる可
能性 

地域 
・ 
自治体 

①温室効果ガス（CO2）の削減 
②公害（排気ガス、騒音等）の減少 
③車 交通量 減少   渋滞緩和
④住宅地域  車 減少 交通事故件数 
減少 

⑤道路維持 整備費用の削減、公害の減少
など財政負担の削減、都市構造の転換の
可能性、中心市街地の活性化 

⑥市民  移動     向上
⑦医療費抑制 

①放置自転車   処理費用 発生 歩行
環境・景観 悪化 懸念

②自転車交通事故 増加 可能性
③路上駐輪   歩行者 通行 阻害

○健康増進に貢献 

○環境負荷が小さい 

○天候で利用できない場合がある 

○目的地に駐輪場が必要

図1-3 交通手段の特性

[出典] 国土交通省資料 

○5km程度の短距離移動では、他の交通手 

段よりも移動時間が短く、都市内交通とし

て最も効率的な移動手段である 

○バスや鉄道のように出発地、目的地が制限 

されず、自動車と同様に自由に選択できる 

○自動車、バス、鉄道などの移動と異なり、 

料金がかからない（自転車に乗れれば、誰 

もが利用できる） 
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第2章 新潟市    自転車 取 巻 現状

● 人口減少、少子・超高齢社会が到来し、交通弱者への対応や健康寿命の延伸が必要 
● 主 交通手段   自動車 約71% 自転車 約8%    自動車 依存度 高 
● 新潟市の人口1人あたりのCO2排出量（運輸部門）  政令市 中     第1位 
● 自転車事故件数 減少傾向     依然として事故が多発 
● 自転車事故 多 は交差点で発生しており、高齢者、中高生の事故が多発 

（1）人口推移 
・本市の人口は、平成17年の81.4 万人をピークとして減少に転じ、平成52年には

66.8 万人と推計されている。 

・高齢化人口（65歳以上の人口）は増加を続け、平成27年の約 27％から平成52 年

には約37％に達すると見込まれている。 

・人口減少、少子・超高齢社会の到来により、交通弱者への対応が喫緊の課題となって

いる。 
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図 2-1 新潟市の人口推移と将来推計
［出典］国勢調査、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障 人口問題研究所）

（65歳以上人口/総人口）
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（2）健康寿命 
・本市の平均寿命は、全国平均を上回っているが、健康でない期間が長い。

（3）交通手段分担率※１
・本市の自動車分担率は、約71%と高く、H23と比較して1.7%増加 

・自転車分担率は、約8%と低く、H23と比較して1.6%減少 

・年齢階層別にみると、高齢者の自動車分担率の増加率が高い。 

・区別にみると、都心部（中央区）の自転車分担率が高い。 
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図 2-2 新潟市民 健康寿命

※男女総合 男性 女性 平均値
［出典］平成22 年市区町村別生命表（厚生労働省）

※65 歳時点 平均余命年数    日常生活 自立    期間
 (年数) 自立     期間(年数)を表す 
［出典］新潟市健康づくり推進基本計画（第2次） 
      H26.4.1 H31.3.31(平成 22年確定数値   ) 

図 2-3 新潟市 他都市 交通手段分担率 ［出典］新潟市都市交通特性調査

※平成22 年度全国都市交通特性調査  参照
※他都市 代表交通手段構成    二輪車  自転車 二輪車 合計値
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※１ 参考資料（７）用語解説集（P.参-28）参照 
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［出典］新潟市都市交通特性調査
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（4）新潟市CO2排出量（運輸部門）※２

・新潟市の人口1人あたりのCO2排出量は、政令市の中でワーストの第1位 

・自転車は、環境に優しい交通手段であり自転車利用への転換により、CO2排出量削減

が期待される。

［出典］：H26 年度 運輸部門 CO2排出量推計   

［出典］国土交通省輸送量    二酸化炭素 
      排出量（旅客）（H28 年度） 

図 2-6 政令指定都市一人当  二酸化炭素（CO2）排出量（運輸部門） 

図 2-7 CO2排出量 比較
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※２ 参考資料（７）用語解説集（P.参-29）参照 
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（5）自転車事故 
・自転車事故は減少傾向にあるが、平成29年では、自転車が関与する交通事故が275

件発生し、1名の方が亡くなられている。 

・発生場所は交差点部が約7割を占め、発生形態では出会い頭や右左折時が多い。 

・年代別では高齢者の割合が高く、人口1万人あたりの死傷者数では中学生や高校生が

高くなっている。 
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図 2-8 新潟市 自転車 関  事故 推移

自転車事故 
近年減少傾向

［出典］全国：警察庁ホームページ
      新潟県：新潟県警察ホームページ 
      新潟市：交通年鑑（新潟県警察本部）

図 2-9 全事故 占  自転車事故 割合
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図 2-12 年齢別 事故発生状況
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図 2-10 事故の発生場所

［出典］新潟県警察資料（H25 H29）

［出典］新潟県警察資料（H25 H29）

図 2-11 事故類型

交差点が約 7割

出会い頭が約 5割
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第3章 自転車利用環境計画 基本方針
（1）自転車利用環境計画     
 新潟市の目指すべき都市の姿として、「にいがた未来ビジョン（新潟市総合計画）」で

は「多核連携型都市」を掲げており、各区それぞれが自立した個性ある生活圏となり、

それら区の連携により発展する都市をめざしている。 

 「多核連携型都市」を実現する交通戦略として「にいがた都市交通戦略プラン」が策

定されおり、核となる都心部と各生活圏では安全で快適な移動で回遊性や利便性を高め

ること、都心部と生活圏は公共交通サービスの充実等で連携を強化することを基本方針

としている。 

 このような交通戦略において、自転車利用は、都心部並びに生活圏における安全・快

適に移動できる交通手段と位置づけられるほか、駅等に容易にアクセスできる交通手段

として公共交通の利用を促進し、連携軸を強化するものとして位置づけられている。 

 このようなことから、自転車利用環境計画のビジョンとしては、多核連携型都市を実

現するため「歩行者、自転車、自動車が安全で安心して共存できる道路空間を構築する」

ものとした。 

図 3-1 多核連携型都市を目指した交通戦略 

○地域づくりと連携した交通確保・強化 
・駅、バス停へのアクセス強化 
・主要施設に徒歩、自転車で安全・快適に移
動できる空間整備 

○都心部と生活圏を結ぶ連携軸強化 
・公共交通のサービス強化と利用促進 

○都心部の拠点性強化 
・新潟駅等のバス等の二次交通の充実 
・新潟駅等の交通結節機能の強化 
 歩行者、自転車等による回遊性の強化 
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■自転車利用環境のビジョン 

（2）自転車利用環境計画 基本方針
歩行者、自転車、自動車が安全で安心して共存できる道路空間の構築を目指し、「はし

る～走行空間計画～」、「とめる～駐輪計画～」、「しくみ～放置自転車対策～」、「まもる

～啓発活動計画～」の４つの基本方針により取り組みを進めます。 

【はしる  走行空間計画  
自転車 安全 快適 楽しく“はしる”まち新潟 

＜基本方針＞ 
●自転車 安全 快適 走行   連続  走行空間       形成 図  
●歩行者 安全 第一優先   道路空間 構築   

＜計画の考え方＞ 
●駅 学校 大規模集客施設等 結 自転車利用者 多 主要 道路       路線   設定 
る。 

●自転車 車道 左側通行 基本     新潟市自転車走行空間整備      （以下  新潟市  
      略  ）※３ 」に基づくこととする。 

●実行計画 基   計画的 整備 実施   

歩行者、自転車、自動車が安全で安心して 
共存できる道路空間を構築する 

自転車利用環境計画のビジョン

歩行者に十分配慮し、環境問題や健康増進、更にスポーツ

面からも有効な交通手段として活用を期待できる、自転車

を活かしたまちづくりを進めるため、歩行者、自転車、自

動車が安全で安心して共存できる道路空間を構築する。 

※3 参考資料（７）用語解説集（P.参-30）参照 
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【しくみ  放置自転車対策  
“   ”     歩行者      風景   込   新潟

＜基本方針＞ 
●都市景観 維持及 緊急時 活動 妨        路上放置自転車 削減   
●駐輪場内 長期放置自転車 削減   
●放置自転車 有効活用   

＜計画の考え方＞ 
●公共 駐輪場 民間施設 協力  駐輪場 設置 促進       放置禁止区域※４を拡大し、撤
去の強化を図る。 

●駐輪場内 長期放置自転車 削減 向  取組 行  
●撤去自転車 処分費低減 向  取 組  行  

【とめる  駐輪計画  
自転車     “   ” 歩         新潟

＜基本方針＞ 
●様々 自転車利用者    踏   利用    駐輪場 確保   
●歩行者     安心 安全 快適 歩行空間 確保   
●既設 駐輪場 効率的 活用   

＜計画の考え方＞ 
●交通事業者 商店街 交通管理者等 連携  空 空間 有効 活用     利用    場所  
駐輪場整備 目指  

●自転車利用者 集中  公共交通機関等 結節  位置 駐輪場 整備   
●駅周辺の駐輪場  の既存施設 活用  改良 図      駐輪場 誘導  施策 行  駐輪場 
利用効率向上 適正利用 促進を図る。 

【まもる  啓発活動計画  
    “   ” 自転車 乗 人 快適  人       新潟

＜基本方針＞ 
●歩行者 自転車       対  走行    駐輪    対  意識 向上 図  
●過度     利用  環境     交通手段   自転車利用 転換 図  

＜計画の考え方＞ 
●全  人 対  意識向上 図    年代 属性別      守 理由 含 啓発 行  
●環境     自転車利用 転換 図    自転車利用促進 繋  各種取組 推進   
●人が多い箇所や団体と繋がるような啓発方法を検討し実施していく。 

※4 参考資料（７）用語解説集（P.参-30）参照 
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第4章 新潟市のこれまでの取り組みと課題 

本計画のこれまでの取り組み状況を評価し、課題を抽出した。 

表 4-1 自転車 関連  取 組 実施状況 

4 つの柱 施策メニュー 実施状況 

はしる 
 走行空間計画 

最重点 ①      路線 自転車走行空間 確保 実施中 

重点 ②      路線以外 新築 改築路線 自転車走行空間
の確保 

実施中

とめる 
 駐輪計画 

その他 ①既存駐輪場  誘導 実施中

重点 ②新潟駅周辺 駐輪場整備 実施中
その他 ③鉄道駅周辺 駐輪場整備（新潟駅以外） 実施中
最重点 ④     駐輪場整備 実施中
その他 ⑤上記以外   停付近 駐輪場整備 実施中

しくみ 
 放置自転車対策

最重点 ①放置禁止区域※４の拡大 検討中 

重点 ②撤去の強化 実施中 
その他 ③放置禁止区域    駐輪場 有料化 検討中
その他 ④ 自転車等駐車場 附置義務等 関  条例※５の改正」 検討中
その他 ⑤自転車等放置防止条例 改正 検討中
重点 ⑥撤去自転車       推進 実施中 
その他 ⑦自転車  アリング※6の推進 検討中 

まもる 
 啓発活動計画 

重点 ①注意喚起看板等の設置 実施中

最重点 ②交通安全教室の開催 実施中
最重点 ③街頭での直接指導 実施中
その他 ④自転車通勤 推進 実施中
重点 ⑤レンタサイクル※6 実施中
重点 ⑥チラシや ホームページ 等による情報発信 実施中
その他 ⑦自転車    作成 配布 実施中
その他 ⑧サイクルイベント※7の開催 実施中

最重点 最も重点的に取組む項目 
重点  最重点項目の次に重点的に取組む項目 
その他  継続的に取り組む、または必要に応じて検討する項目 

※４~7 参考資料（７）用語解説集（P.参-30 32）参照 



第 4章 新潟市のこれまでの取り組みと課題 

4-2 

（1）    走行空間計画 の取り組み状況と課題 
 平成 25年度に「新潟市自転車走行空間整備ガイドライン」※３を策定し、整備方針を示したこ

とや車道の左側通行を啓発する路面表示の設置を基本としたことにより、走行空間の整備は目標

以上に進捗した。 

今後は、更なる整備推進のため、ネットワーク路線の見直しや限られた財源の中で整備方法を

工夫することが求められる。

①      路線 自転車走行空間 確保 【最重点】 

取組 
・ 
評価 

＜アウトプット指標（活動指標）※8の達成状況＞ 
H29 年度末 自転車走行空間 整備延長 64.3km となり、目標の 48km を達成 〇
自転車走行空間の整備は、H24年度以前は路肩が狭く整備が困難な箇所の整備方法が確立して

いなかったことから、路肩の幅が広い路線への整備または路肩を拡げる等の道路改良を行ってき

たが、H25年度に「新潟市自転車走行空間整備ガイドライン」※３を策定し、整備指針を示したこ

とや車道の左側通行を啓発する路面表示の設置を基本としたことで、目標以上に延長が延伸した。 

課題 

○ネットワーク路線を結ぶ主要施設の変化や自転車利用のニーズの変化、要望等を踏まえたネッ

トワーク路線の見直しが必要。

○自転車と歩行者が錯綜する危険のある自転車歩行者道活用区間（暫定整備）が約3割あり、車

道での整備検討が必要。

○ネットワークの未整備路線が約80kmあり、予算制約が厳しくなっている中で更に整備を推進

するためには、整備方法の工夫が求められる。

②      路線以外 新築 改築路線 自転車
走行空間 確保【重点】 

取組 
・ 
評価 

 H29 年度末のネットワーク路線以外の
自転車走行空間の整備延長は 8.9km とな
り、ネットワークを補間する路線の整備を
行うことができた。 

課題 

○ネットワーク路線以外も自転車需要が
高い路線ではネットワーク路線に準じ
た整備を行うとしてきたが、ネットワー
ク路線の選定基準の１とする方が分か
りやすい。 

自転車道, 
0.7km, 
1%

自転車専用
通行帯, 
0.4km, 
1%

車道混在, 
42.0km, 
65%

自転車歩行
者道活用, 
21.2km, 
33%

6.4km
【13%】

64.3km
【143%】

0
20
40
60
80
100
120
140
160

計画改訂時（H24） 現況（H29）

（km）

図 4-1 自転車走行空間整備状況 
図 4-2 整備形態別の割合 

※整備形態の種類は P.6-5 参照

最終目標 154km 

H29 目標 48km（31%） 

※【 】は H29 目標 対  達成率

      路線 整備例（中央区市道東港線） 
※3、8 参考資料（７）用語解説集（P.参-30、32）参照 
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（2）    駐輪計画 の取り組み状況と課題 
万代・古町地区では、道路上や空地を活用した市営駐輪場の整備や民間駐輪場との連携により、

目標を上回る駐輪収容台数を確保した。これにより、路上駐輪は減少傾向にあるが、依然として

路上駐輪が多い箇所や溢れている駐輪場が存在することから、新たな駐輪場整備の検討や民間と

の協力により空いている民間駐輪場への誘導が必要である。 

 また、新潟駅周辺では、新潟駅高架下スペースの駐輪場整備に向け、引き続き関係機関と協議

を行っていく。 

①既存駐輪場  誘導【その他】

取組 
・ 
評価 

駐輪場の整備に併せて案内看板設置・チラシ配布等を行い、駐輪場へ誘導を行ったことで、万

代地区では路上駐輪の削減に大きく寄与したが、古町地区や新潟駅南口地区では依然として路上

駐輪の多い箇所がある。 

課題 

〇万代地区は、弁天仮設駐輪場が溢れている状態であるため、当該駐輪場を利用している人が多

い周辺の学校や企業へ空いている市営・民間駐輪場への誘導を行う必要がある。

〇古町・駅南地区は、案内看板だけではなく、空いている駐輪場へ誘導するための効果的な方法

を検討する必要がある。 

②新潟駅周辺 駐輪場整備【重点】
取組 
・ 
評価 

空き空間活用や工夫により収容台数を確保することができたが、利便性の良い仮設第2駐輪場

では、駐輪場外へ自転車が溢れている。 

課題 
〇仮設第2駐輪場に利用が集中しており、駐輪場内におさまらない自転車が歩道等へはみだし、

歩行者の支障となっている。 

○高架下駐輪場の整備完了まで既存駐輪場周辺の放置自転車対策が必要である。 

万代地区  取 組 例

仮設第 2駐輪場付近の空きスペースの活用
（170台分を確保） 

仮設第 2駐輪場周辺 路上駐輪
（約300台） 

対策前（H2７） 対策後（H29） 

駐輪場  誘導
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③鉄道駅周辺 駐輪場整備（新潟駅以外）【その他】

取組 
・ 
評価 

越後石山駅、大形駅において、駅前広場の整備に合わせた駐輪場の新設や既存駐輪場の改

修により収容台数を増加した。これにより、乱雑な路上駐輪が減少し、歩行者の歩きやすさ

が改善。 

課題 〇駅周辺は、用地制約などにより新たな駐輪場整備が難しいため、鉄道駅周辺の駐輪実態調
査を実施し、既存駐輪場における利用しやすさの改善を図る必要がある。 

④－１      駐輪場整備（古町地区）【最重点】 

取組 
・ 
評価 

＜アウトプット指標（活動指標）※8の達成状況＞ 
H29 年度末 駐輪場収容台数 1,546 台となり、目標の 1,350台を達成 〇
 道路上や空地を活用した市営駐輪場の整備を行うことにより、目標以上の駐輪台数を確保した。 

課題 

〇駐輪台数を満足する収容台数を確保したが、放置自転車は715台と依然多く、有効活用され

ていない駐輪場もある。

〇最終目標2,000台の達成に向け、新たな駐輪場整備の検討や民間との協力により空いている市

営・民間駐輪場への誘導が必要である。 

244 
794 

1,617 715 

1,861 

1,509 

0

500

1,000

1,500

2,000

計画策定時
（H21）

現況
（H29）

（台） 市営駐輪台数 放置自転車

越後石山駅駐輪場 整備前後 状況

駐輪場整備前 
路上 駐輪

324台
【24%】

811台
【60%】

1,546台
【115%】

0

500

1,000

1,500

2,000

H21 H25 H29

（台）

図 4-3 駐輪場収容台数（古町地区） 

最終目標 2,000 台 

収容台数 
324 台 

H29 目標 1,350 台（68%） 

※【 】は H29 目標 対  達成率

図 4-4 駐輪需要 供給量（古町地区） 

収容台数 
1,546台 

古町地区 駐輪場整備例
本町通 6番町駐輪場上古町駐輪場西堀通駐輪場

整備前（H21） 整備後（H29） 

※8 参考資料（７）用語解説集（P.参-32）参照 
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④－2      駐輪場整備（万代地区）【最重点】 

取組 
・ 
評価 

＜アウトプット指標（活動指標）の達成状況＞ 
H29年度末の駐輪場収容台数は951台となり、目標の600台を達成 〇
 歩道の一部を路上駐輪場にするなど市営駐輪場の整備を行った他、民間と協力し、民間駐輪場

を活用することにより、目標以上の駐輪台数を確保した。 

課題 〇最終目標1,000台の達成に向け、新たな駐輪場整備の検討や民間との協力により空いている民
間駐輪場への誘導が必要。

⑤上記以外のバス停付近 駐輪場整備【その他】
取組 
・ 
評価 

歩道上や空地を有効利用し、鉄道駅がなくバスが主な交通手段となっている西区、南区の国道

8号沿いなどに、バス停付近の駐輪場を整備した。

課題 〇駐輪実態を把握し、バスを利用しやすい駐輪場を確保する必要がある。

313台
【52%】

313台
【52%】

951台
【159%】

0

200

400

600

800

1,000

H21 H25 H29

（台）

図 4-5 駐輪場収容台数（万代地区） 

最終目標 1,000 台 

H29 目標 600 台（60%） 

※【 】は H29 目標 対  達成率

296 
566 

275 
554 

33 
850 874

0

200

400

600

800

1,000

計画策定時
（H21）

現況
（H29）

（台） 市営駐輪台数 民間駐輪台数 放置自転車

図 4-6 駐輪需要 供給量（万代地区） 

整備前 

収容台数 
313 台 

収容台数 
951 台 

整備後 

万代地区 駐輪場整備例（八千代駐輪場）
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（3）    放置自転車対策 の取り組み状況と課題 
 放置禁止区域※４の拡大については、地元や関係機関と意見交換会を開催しながら検討を進めて

いるが、実施には至っていない。 

 撤去自転車については、放置禁止区域内の撤去の強化により路上駐輪を削減した。また、撤去

した自転車の処分費削減のため、公用車、レンタサイクル※6としての活用や有価化などを実施し

ている。しかし、近年は、安価な自転車の普及などによりリサイクル可能な自転車が減少傾向。 

①放置禁止区域の拡大【最重点】
取組 
・ 
評価 

古町・万代・新潟駅南口地区において、放置禁止区域の拡大に向け地元や関係機関と意見交換

会を実施しているが、放置禁止区域の拡大には至っていない。 

課題 ○地区内の駐輪場を確保した後に、地元とも調整を行い、放置禁止区域の拡大を検討する必要が
ある。 

地区名 進捗状況 
新潟駅万代口地区 放置禁止区域内 放置自転車 大幅 減少       現在拡大 検討      

新潟駅南口地区 
H33 年度頃 新潟駅高架化以降  高架下     活用  駐輪場整備 検討  
    歩道上  放置自転車 多      他駐輪場  誘導   放置自転車対
策 併  放置禁止区域 拡大     検討 行     

万代地区 
放置自転車 大幅 減少       地区全体     一部区域  拡大可否  
  検討 行     

古町地区 
放置禁止区域について賛否が分かれており、地区全体での拡大が困難であることから、一
部区域  拡大可否    検討 行     

②撤去の強化【重点】

取組 
・ 
評価 

○放置禁止区域内では、H27年度より撤去回数を増加し撤去体制を強化したことで、規制区域で

あることが周知され、撤去台数が大きく減少。 

○放置禁止区域外では、駐輪場において年1～2回の一斉撤去を実施しているが、撤去台数 

はほぼ横ばい傾向。 

課題 
○放置禁止区域内では、予算制約が厳しくなっている中で、現在の路上駐輪の水準を維持しつつ

も撤去作業にあたる人員配置や頻度の見直しが必要である。 

○放置禁止区域外では、駐輪場における長期の放置自転車に対する対策が必要である。 

表 4-2 各地区の放置禁止区域の検討状況 

2,417 2,365 2,317 2,992 2,686 2,456 2,387 2,231 1,895 1,643 880 541 426 

6,287 
5,013 6,082 4,443 4,284 4,845 

3,331 3,477 3,211 3,395 
3,779 

3,289 3,265 

8,704 
7,378 

8,399 
7,435 6,970 7,301 

5,718 5,708 
5,106 5,038 4,659 

3,830 3,691 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

（台）
放置禁止区域外
放置禁止区域内

図 4-7 放置自転車撤去台数 推移

※４,6 参考資料（７）用語解説集（P.参-30、31）参照 
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③放置禁止区域    駐輪場 有料化【その他】
取組
・ 
評価 

新潟駅周辺地区では、放置禁止区域の拡大に併せて有料化を検討することとしているが、他地

区では放置禁止区域の拡大に至っていないため、新たな駐輪場の有料化は実施できていない。 

課題 ○石宮公園地下駐輪場は、利用者数は増加傾向であるものの、利用率が低く、マイナス収支が続
いていることから、駐輪場の有料化による是非について、検討を行う必要がある。 

④ 自転車等駐車場 附置義務等 関  条例※５の改正」【その他】
取組
・ 
評価 

附置義務駐輪場について、設置する側の企業等から条例改正の要望がなかったことから改正は

検討していない。 

課題 ○これまでの附置義務の駐輪場を設置した箇所において、利用実態に即しているかの検証が必要
である。 

⑤自転車等放置防止条例 改正【その他】

取組 
・ 
評価 

放置禁止区域において撤去活動を強化したことで放置自転車が減少したため、保管スペースに

余裕ができ、保管スペース確保の観点からは条例改正（保管期間の短縮）の必要性が低くなって

いる。 

課題 ○保管期間が長いことで自転車の劣化が進行し、リサイクル可能な自転車の減少に繋がっている。 

  利用料 

定期一般 2,000 円/月 

定期学生 1,000 円/月 

一時利用 100 円/回

利
用 
率

定期 51.9% 53.0% 52.9% 50.6% 51.3% 49.9% 46.8%

一時利用 4.5% 4.5% 4.6% 4.8% 5.5% 5.1% 4.2%
平均利用料収入 維持管理費 
8,050千円 16,446 千円

691 753 643 572 600 595 507 
5,336 5,394 5,496 5,301 5,357 5,201 4,929 

15,864 15,838 16,080 16,824 19,420 17,896 14,903 

21,891 21,985 22,219 22,697 
25,377 23,692 

20,339 

0

10,000

20,000

30,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

（台） 定期一般 定期学生 一時利用
＜利用料金＞

図 4-8 石宮公園地下駐輪場 利用者数 推移

＜収支状況（H26 H29）＞ 

※5 参考資料（７）用語解説集（P.参-30）参照 
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⑥撤去自転車       推進【重点】

取組 
・ 
評価 

リサイクル可能な自転車について、公用車、レンタサイクルとして活用する他、自転車軽自動

車商組合に無償譲渡し一般販売を実施している。また、廃棄処分の自転車は、鉄くずとして有価

化を実施し、処分費の削減を図った。 

課題 ○安価な自転車の普及などにより、リサイクル可能な自転車が減少している。 
○鉄くず価格の変動により、安定して有価化することができない。 

⑦自転車      ※６の推進【その他】
取組
・ 
評価 

シェアリング用サイクルポートのスペースや整備費用の確保、自転車の整備・点検費用の確保

など様々な課題があり、シェアリングの提案までは至らなかった。 

課題 ○サイクルポートのスペースや整備費用の確保、自転車の整備・点検にあたる人員や費用の確保
などが必要である。 
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図 4-9 再生自転車台数 図 4-10 廃棄自転車台数
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※6 参考資料（７）用語解説集（P.参-31）参照 
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（4）    啓発活動計画 の取り組み状況と課題 
さまざまな啓発活動を実施したことにより、自転車ルール（車道走行が原則、車道の左側を通

行することなど）が徐々に浸透しつつあるが、依然として自転車ルールの浸透度・順守率（車道

左側走行の割合）が低い状態となっている。

①注意喚起看板等の設置【重点】
取組
・ 
評価 

歩行者と自転車、または自動車と自転車の事故が発生する可能性が高い箇所に、注意喚起看板

等を設置し、自転車事故の防止を図った。 

課題 ○自転車と歩行者の錯綜がある自転車歩行者専用道への設置がほとんどであり、自転車と自動車
の事故が多発している箇所への設置が少ない。 

②交通安全教室の開催【最重点】
取組 
・ 
評価 

交通安全教室は毎年継続的に実施しており、H24に比べてH29は実施回数が増加している。 

課題 ○歩道通行が認められている小学生に対する交通安全教室の実施率は高いが、自転車利用が多く
車道通行が原則となる中学生に対する交通安全教室の実施率が依然として低い。
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84% 87% 91% 91%

96% 100% 97% 95% 96% 95%

22%
29% 29% 31%

40% 38%
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20%

40%
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図 4-11 交通安全教室 実施施設率 推移
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図 4-12 H29 年度 交通安全教室実施状況

計（829 回 44,552 人）

歩行者優先      啓発     
路面表示 看板 設置  例（西区）

中学校付近 自転車通学路 
啓発看板 設置  例（西蒲区）
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③街頭での直接指導【最重点】 

取組 
・ 
評価 

＜アウトプット指標（活動指標）※8の達成状況＞
H29 年 街頭  直接指導回数は 8路線    目標 8 路線 達成 〇
○走行空間整備済み路線における現地の啓発活動により、車道左側通行の順守率が向上した。 

○無灯火走行や鍵かけ等の啓発活動により、自転車マナーやルールの周知につながった。 

課題 
○チラシを配布する際は、自転車走行中の人を呼び止めるため、警察の協力が不可欠である他、

人手が必要。 

○効果の高い路線を抽出するなど、計画的な実施が必要。

④自転車通勤 推進【その他】

取組 
・ 
評価 

H20～H25には「ノーマイカーデー」、H24～H29には「にいがたエコ通勤チャレンジサイ

ト」、H28～H29には「エコモビ推進運動」※９を実施しており、参加者は積極的に自転車を活

用しているが、参加する方は限定的であり、参加者を増やす工夫が必要。 

課題 ○新潟市は天候不良が多い、企業に駐輪場がなく自転車通勤を禁止している、自転車通勤の際の
事故の責任がとれないなどの理由で、自転車通勤の促進が図られていない。 

＜にいがたエコ通勤チャレンジサイト結果 （平成 24年 11月 1日 平成 30 年 3月 15日）＞ 

※利用者数  自転車   自転車＋他 移動手段 方 含 

今回 取 組  自転車 利用       削減
した CO2※２ 量  杉 木約 1,775 本が 1年間 
吸収する CO2量 相当
※1 トンあたりの CO2吸収量 71本 
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（回）

1
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計画改訂時（H24） 現況（H29）

（路線）

図 4-13 街頭  直接指導実施路線数
（走り方の啓発） 

H29 目標 8路線

図 4-14 年度別 該当  指導回数
（無灯火や鍵かけの啓発含む） 

自転車
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電車
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53%
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kg-CO2／人

自転車
154,708
17% 徒歩

69,349
8%

バス
220,971
24%

電車
471,745
51%

916,773
km

自転車
271
54%

その他
235
46%

N=506
（人）

×1,775 本 

 利用者数  移動距離 【二酸化炭素（CO2）削減量※２】

※２、８、9 参考資料（７）用語解説集（P.参-29、32、34）参照 
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⑤レンタサイクル※6【重点】
取組
・ 
評価 

主に観光目的のレンタサイクルを7区、9事業で実施しており、観光客へ手軽な交通手段を提

供している。全体の利用回数は増加傾向。 

課題 
○通勤・通学に適したレンタサイクルがない。 

○リサイクル自転車の一部をレンタサイクルに利用しているが、リサイクル可能な自転車が減少

しているため、レンタル用の自転車の確保が難しくなっている。 

⑥チラシや ホームページ 等による情報発信【重点】
取組 
・ 
評価 

チラシ、ホームページ、Twitter で自転車の走り方、とめ方、取り組み状況について情報を発

信し、自転車事故の削減や通行区分順守率の向上につながった。 

課題 ○広報誌やマスコミ等への情報発信については回数が少ない 
○ドライバーに対して自転車利用に関するルールの周知が不足している 

区 事業名 規模 料金 開始 

中央区 にいがたレンタサイクル 21 箇所 
191 台 有料 H14 

中央区 スマートクルーズ 9 箇所 
33 台 有料 H20 

北区 地域活性化事業 10 台 無料 H20 
西区 歩  見   ！西区 宝     事業 16 台 無料 H21 
江南区 江南区まちなか回遊レンタサイクル 20 台 無料 H22 
秋葉区 自転車貸出 業務 5 台 無料 H22 
西蒲区 岩室観光施設レンタサイクル 30 台 有料 H22 
秋葉区 新津鉄道資料館            事業 30 台 無料 H25 
南区 南区レンタサイクル 10 台 無料 H26 

25,945 
30,316 

0
5,000
10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000

H25 H28

（回）
表 4-3 レンタサイクル実施状況

自転車適正利用チラシ 駐輪場利用案内、路上駐輪啓発チラシ（中央区）

※6 参考資料（７）用語解説集（P.参-31）参照 
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⑦自転車    作成 配布【その他】
取組
・ 
評価 

中央区、東区、江南区、南区の4区でマップを作成した。自転車団体及び市民と協働で作成す

ることで、より実感に近いものが作成できるとともに、自転車への関心を高めることができた。 

課題 ○他4区については作成していない。 
○自転車走行空間整備の延伸により、推奨ルート等の更新が必要となっている。 

⑧サイクルイベント※７の開催【その他】
取組
・ 
評価 

新潟シティライド、新潟ヒルクライム※７を毎年継続的に実施しており、参加者数は増加傾向に

ある。また、その他の地区でもまちの魅力発見と併せたサイクリングイベントを展開している。 

課題 ○計画にあるシンポジウムやマナーコンクールは開催できていない。 
○市民の自転車利用促進につながるようなイベントが必要である。 
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図 4-16 新潟シティライド参加人数 
新潟シティライドの様子

※７ 参考資料（７）用語解説集（P.参-32）参照 
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（5）全体の取り組み状況と課題 

＜アウトカム指標（成果指標）※8の達成状況＞
①自転車分担率 ▲
○自転車分担率の中間目標は、計画策定時の9.1%

を上回ることとしていたが、現況は7.5%に下が

っており、目標達成には至らなかった。 

○一方、自動車の分担率は増加しており、過度な自

動車依存からの脱却が大きな課題となっている。 

②自転車事故件数 〇
○自転車事故件数の中間目標は、計画策定時の564

件を下回ることとしていたが、現況は275件と

下がっており、目標を達成した。 

○自転車事故は、全事故に比べて減少率が大きくな

っており、本計画の取り組みによる事故削減効果

があったものと考えられる。

③通行区分順守率 〇
○通行区分順守率（車道の左側を通行している割合）

の中間目標は30%としていたが、現況は44%と

上回っており、目標を達成した。 

○自転車通行空間の整備や各種啓発活動により、自

転車の通行ルールを周知することができた。 

④路上駐輪台数（古町地区） ▲
○古町地区の路上駐輪台数は大幅に減少したもの

の、利用率の低い駐輪場もあり、中間目標600

台に対し、現況は715台と目標達成には至らな

かった。

④路上駐輪台数（万代地区） 〇
○万代地区の路上駐輪台数は、民間駐輪場の確保も

あり、中間目標300台に対し、現況は33台で

目標を達成した。
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※8 参考資料（７）用語解説集（P.参-32）参照 
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⑤市政世論調査 

○自転車に関する取り組みの満足度は、H25と比べるとすべての取り組みで増加している。 

○「はしる」「とめる」については、微増となっており、更なる満足度向上が必要である。 

○市内を自転車で移動する際の交通手段としての満足度、歩行空間の安全性に対する満足度も計画策定時

のH25と比べ増加しているものの、微増となっている。
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図 4-17 自転車 関  取 組  満足度

［出典］市政世論調査
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第5章 課題を踏まえた取組方針 
（1）これまでの取り組みと課題を踏まえた対応方針 
課題等を踏まえ、自転車走行空間や駐輪場などのハード整備を重点的に実施するとと

もに、全ての道路利用者に自転車の交通ルールを徹底させるなど、ハード、ソフトの両

面から取り組みを進める。 

施策 課 題 対 応 方 針
はしる
走行 
空間 
計画

自転車走行 
空間の確保 

○      路線 見直 
○自転車歩行者道活用区間（暫定整備）  
車道整備（本整備） 検討

○予算制約のある中で整備方法の工夫 

○      路線 見直  
自転車走行空間整備    
イン※３ 見直     車道 
 走行空間整備 推進

とめる 
駐輪 
計画

新潟駅周辺の駐
輪場整備 ○一部駐輪場  利用集中   路上駐輪 発生 ○適正な配置で新潟駅高架下

の駐輪場を整備 

まちなかの 
駐輪場整備 

○古町地区 依然   路上 放置自転車 多 
○万代地区は、最終目標 1,000 台の達成に向け
収容台数の確保が必要 

○新  駐輪場整備 検討
○空    市営 民間駐輪場
 誘導  駐輪場 適正利用
を促進 

鉄道駅周辺、バ
 停付近 駐輪
場整備 

○鉄道   利用者 利用    駐輪環境 整
備が必要 

○鉄道    利用促進 繋 
 駐輪場を整備 

しくみ 
放置 
自転車
対策

放置禁止
区域※４の拡大 ○検討中の３地区は、未だ実施に至っていない ○駐輪場有料化 合   放

置禁止区域の拡大を検討 

撤去の強化 
○現在 路上駐輪 水準 維持    撤去作業
 人員配置 頻度 見直 

○駐輪場内 長期放置自転車対策

○撤去方法の見直 
○長期放置自転車削減 向 
 新  取 組  実行

附置義務の
条例※５改正 ○附置義務 設置  駐輪場 実態調査 必要 ○実態調査に基づく適正な附置

義務台数の設定 
撤去自転車 
リサイクル推進 ○     可能 自転車 減少 ○リサイクルの推進に向けた新た

 取 組  実行

まもる 
啓発 
活動 
計画

交通安全
教室の開催 ○中学生 交通安全教室実施率 向上 ○交通安全教室の継続実施・

拡充 
街頭での直接指
導 ○交通安全運動期間等での計画的な実施 ○街頭指導の継続実施・拡充 

自転車通勤 推
進 ○自転車通勤 促進不足 ○走行空間 駐輪場整備 自

転車通勤    環境 創出

レンタサイクル※６ ○通勤・通学に適したレンタサイクルがない ○通勤 通学  利用可能  
ェアサイクリング※６の導入検討 

ﾁﾗｼやﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
等による情報発
信 

○      対  自転車利用    周知不足 ○情報発信の継続実施・拡充 

ｻｲｸﾙｲﾍﾞﾝﾄ※７の
開催 ○市民 自転車利用促進 繋       実施 ○イベントの継続実施・拡充 

全体
○自転車分担率 向上        ○自転車事故 更  削減
○通行区分順守率 更  向上   ○古町地区 路上駐輪削減
○               市民満足度 向上

○「はしる」、「とめる」のハード整
備を重点的に実施

○併せて「まもる」のソフト対策も
継続実施・拡充を図る 

※3 ７ 参考資料（７）用語解説集（P.参-30 32）参照 
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（2）施策メニューの統合・集約化 
課題に対する対応方針や自転車を取り巻く社会情勢の変化等を踏まえ、これまでの22

の施策メニューに対し、施策メニューの統合や集約化を行い、実効性があると考えられ

る15の施策メニューを立案した。 

最重点 最も重点的に取組む項目 
重点 最重点項目の次に重点的に取組む項目 
その他 継続的に取り組む、または必要に応じて検討する項目 

②撤去の強化 重点 
②撤去の強化 重点 

②交通安全教室の開催 最重点 

⑤レンタサイクル※6 重点 
⑥チラシやホームページ等による情
報発信 重点 

⑦自転車    作成 配布 その他 
⑧サイクルイベント※7の開催 その他 

①交通安全教室の開催 最重点 

④シェアサイクリングの推進 重点 
⑤チラシやホームページ等による情
報発信 重点 

⑥サイクルイベントの開催 その他 
集約

集約

現計画 改訂版 

しくみ 

放置 
自転 
車 
対策 

①放置禁止区域※４の拡大 最重点 

③放置禁止区域    駐輪場
 有料化 その他 

④ 自転車等駐車場 附置義務
等 関  条例※５の改正」 その他 

⑤自転車等放置防止条例※４の
改正 その他 

⑥撤去自転車       推進 重点 
⑦自転車      ※６の推進 その他 

①放置禁止区域 拡大及 駐輪
場 有料化 重点 

③ 自転車等駐車場 附置義務
等 関  条例 改正 その他 

④撤去自転車       推進 重点 

集約

集約

はしる 

走行 
空間 
計画 

①      路線 自転車走行
空間の確保 最重点 ①      路線等 自転車走

行空間 確保 最重点 

②      路線以外 新築 改
築路線 自転車走行空間 確
保 

重点 

統合

統合

まもる 

啓発 
活動 
計画 

①注意喚起看板等の設置 重点 

③街頭での直接指導 最重点 
④自転車通勤 推進 その他 

②街頭での直接指導 最重点 
③自転車通勤 推進 その他 

とめる 

駐輪 
計画 

①既存駐輪場  誘導 その他 
②新潟駅周辺 駐輪場整備 重点 
③鉄道駅周辺 駐輪場整備
 （新潟駅以外） その他 

④     駐輪場整備 最重点 
⑤上記以外   停付近 駐輪
場整備 その他 

①新潟駅周辺 駐輪場整備 最重点 
②鉄道駅周辺 駐輪場整備
（新潟駅以外の JR駅） 重点 

③     駐輪場整備 最重点 

④  停付近 駐輪場整備 その他 

集約

集約

統合

※４ ７ 参考資料（７）用語解説集（P.参-30 32）参照 
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（参考）施策メニュー変更の経緯 

施
策
メ
ニ
ュ
ー
の
拡
充
・
集
約
、
重
点
化

新潟市自転車利用環境計画（平成22 年 3月）（全36 メニュー）

拡充・集約した施策メニュー（全22 メニュー）

関係機関と協議
メニューの拡充・集約

追加
メニュー

H21計画
メニュー

全国的な主な動向

新潟市の主な動向

重点化したメニューの抽出

最重点:5 メニュー 重点:7 メニュー その他:10 メニュー
重点的 整備    最 力 入
れて取り組む項目。そのため、より
確実な実施を目指すため、アウトプ
ット指標を設定して取り組む項目と
する。

重点的に取り組む項目
左記以外の項目（調整等が必要
となり現時点で重点以上として展
開するには困難な項目も含む。）

施
策
メ
ニ
ュ
ー
の
統
合
・
集
約
化

全国的な主な動向 新潟市の主な動向 
これまでの取り組みの評価

統合・集約化した施策メニュー（全15 メニュー）

重点化したメニューの抽出

最重点:5 メニュー 重点:6 メニュー その他:4 メニュー
重点的 整備    最 力 入
れて取り組む項目。そのため、より
確実な実施を目指すため、アウトプ
ット指標を設定して取り組む項目と
する。

重点的に取り組む項目
左記以外の項目（調整等が必要
となり現時点で重点以上として展
開するには困難な項目も含む。）
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（3）階層的（段階的）な自転車計画 進 方
本市の自転車利用を取り巻く課題を踏まえ、自転車計画について、STEP1～STEP4に分けて、

取り組みを進める。当面はSTEP2まで取り組みを進め、概成後にSTEP3以降の取り組みを進

める。

 自転車 活用  地域活性化2.0】
・観光まちづくり
 自転車競技会      開催

【移動しやすいまちづくり 3.0】
・質の高いサービスと移動を確保する 
交通施策

 自転車 活用  地域活性化1.0】
 自転車 活用    巡 

【移動しやすいまちづくり 1.0】
・安全・安心のまちづくり
・交通弱者の交通手段の確保

STEP1 生活圏 最低限必要 自転車      整備 走行   順守
○生活圏単位で駅、区役所を中心とした生活ネットワークを形成
○駅 学校（中学校 高校） 周辺 安全 自転車走行空間 確保
○自転車        自転車走行    周知徹底
＜該当する施策メニュー＞
①      路線等 自転車走
行空間 確保

①交通安全教室の開催 

②街頭での直接指導 

【移動しやすいまちづくり 2.0】
 各地域 特性        大切
にする交通施策
・健幸まちづくり＝スマートウエルネス

STEP2 代表交通手段    自転車利用促進
通勤時 公共交通利用 促進

○    （自宅  駅   停  移動）強化    交通結節機能強化（駐
輪場整備） 

○    （駅  学校 勤務地  移動）強化        駐輪場整備 都
心部シェアサイクル 

○自転車利用促進    情報発信：自転車       周知 自転車利用 
メリットＰＲ（健康 環境 良 自動車   経済的）
＜該当する施策メニュー＞
①新潟駅周辺 駐輪場整備

②鉄道駅周辺 駐輪場整備
（新潟駅以外の JR駅） 

③     駐輪場整備

④  停付近 駐輪場整備

④シェアサイクリングの推進 

⑤チラシやホームページ等による情報発信 

③自転車通勤 推進

STEP3     自転車      整備
○まちなかの回遊性を高めるため、区単位で沿線の景観、街並み、サービス施設を
考慮して地域資源のネットワークを形成

○まちなか巡りのマップ作成 
＜該当する施策メニュー＞
①      路線等 自転車走
行空間 確保

STEP4 観光資源    自転車      
○新潟市全体を巡るサイクルツーリズム※7

＜該当する施策メニュー＞
⑥サイクルイベントの開催 ①      路線等 自転車走

行空間 確保

⑤チラシやホームページ等による情報発信 

⑤チラシやホームページ等による情報発信 

※７ 参考資料（７）用語解説集（P.参-32）参照 
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第6章 施策メニューの展開 

 自転車利用環境整備の基本方針を踏まえ、「はしる」「とめる」「しくみ」「まもる」の

それぞれに対して、１５の施策メニューを展開する。 

 「第４章 課題を踏まえた取組方針」の（3）階層的（段階的）な自転車計画の進め方 

やメニューの重点度を踏まえ、関係各課や関係団体等と連携・協力して実施する。 

表 6-1 メニューの重点別の分類 

(全 15 メニュー) 

最重点 重点 その他 

重点的 整備    最 力 
入れて取り組む項目。そのため、
より確実な実施を目指すため、ア
ウトプット指標を設定して取り組
む項目とする。 

重点的に取り組む項目 

左記以外の項目（調整
等が必要となり現時点で
重点以上として展開する
に は 困難 な項目 も含
む。） 

はしる 
走行空間計画 

(1) 

①      路線等の自転
車走行空間 確保

－ －

とめる 
駐輪計画 
(4) 

①新潟駅周辺 駐輪場整備
③     駐輪場整備

②鉄道駅周辺 駐輪場整
備（新潟駅以外） 

④  停付近 駐輪場
整備 

“しくみ” 
放置自転車対策

(4) 
－

①放置禁止区域※４の拡大
及 駐輪場 有料化
②撤去の強化 
④撤去自転車       
推進 

③ 自転車等駐車場 
附置義務等に関する
条例※５の改正」 

まもる 
啓発活動計画 

(6) 

①交通安全教室の開催 
②街頭での直接指導 

④シェアサイクリング※６の推
進 
⑤チラシやホームページ等に
よる情報発信 

③自転車通勤 推進
⑥サイクルイベント※７の
開催 

次頁に都心部における施策メニューの展開イメージを示す。

※４ ７ 参考資料（７）用語解説集（P.参-30 32）参照 
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＜都心部における施策メニューの展開イメージ＞ 

古町地区

中央区役所 １

新潟市役所

１

万代地区

２

１
３

２

１

4 新潟駅

③まちなかの駐輪場整備①ネットワーク路線等の
自転車走行空間の確保

①新潟駅周辺の駐輪場整
備

①放置禁止区域の拡大及
び駐輪場の有料化

はしる とめる しくみとめる

②撤去の強化 ①交通安全教室の開催 ②街頭での直接指導 ④シェアサイクリングの
推進

しくみ まもるまもるまもる



第 6章 施策メニューの展開 

6-3 

（1）はしる  走行空間計画 
歩行者の安全を第一優先とし、自転車が安全に快適に走行できる連続した自転車走行空間ネッ

トワークの形成を図るための施策メニューを立案する。 

表 6-2 走行空間計画 施策メニュー 一覧 

基本方針 施策メニュー 重点度 
走行空間       形成
歩行者 安全 第一優先   道路空間 構築

①      路線等 自転車走行空間 確保 最重点 

（参考）車道での自転車走行空間整備を推進する理由 

 我が国では、昭和35年の道路交通法の公布・施行により、自転車は軽車両として車道左側の

走行が原則となったが、昭和40 年代にモータリゼーションの進展により交通事故が激増したこ

とで、昭和45年には自転車の歩道通行を可能とする交通規制を導入した。その結果、自転車歩

行者道の整備等により自転車と自動車の分離が推進され、自転車の歩道走行が定着し、歩道上で

の事故が増加している。 

 このような状況のなか、平成23年 10月に警察庁が、自転車は「車両」であることの徹底を

基本的な考え方とし、自転車と歩行者の安全確保を目的とした総合的な対策を通達した。また、

平成24年 11月には、各地域において、道路管理者や都道府県警察が自転車ネットワーク計画

の作成やその整備、通行ルールの徹底等を進められるよう、国土交通省及び警察庁が共同で「安

全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」を策定した。 

こうした背景を踏まえ、歩行者・自転車の安全性・快適性を向上させるため、歩行者、自転車、

自動車が適切に分離された空間整備と空間の使い方の両面から見直しが求められている。

【はしる  走行空間計画  
自転車 安全 快適 楽しく“はしる”まち新潟 

＜基本方針＞ 
●自転車 安全 快適 走行   連続  走行空間       形成 図  
●歩行者 安全 第一優先   道路空間 構築   

＜計画の考え方＞ 
●駅 学校 大規模集客施設等 結 自転車利用者 多 主要 道路       路線   設定 
る。 

●自転車 車道 左側通行 基本     新潟市自転車走行空間整備      ※３（以下、「新潟市
        略  ）  基        

●実行計画 基   計画的 整備 実施   

※3 参考資料（７）用語解説集（P.参-30）参照 
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①      路線等 自転車走行空間 確保 ［最重点］ 
手段 駅、学校、大規模集客施設等を結ぶ自転車利用者の多い主要な道路をネットワーク路

線として設定する。 

自転車は車道の左側通行を基本とし、「新潟市自転車走行空間整備ガイドライン」に

基づくこととする。 

実行計画に基づいた計画的な整備を実施する。 

実施内容 

と考え方 

自転車ネットワーク路線の選定基準の見直しとネットワークの再設定 

・国の「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」における自転車ネットワーク

の選定項目を踏まえて、新潟市における自転車ネットワーク選定要件を以下のとおり

設定する。 

・これらの選定要件を組み合わせ、区間毎の連続性を考慮して、自転車ネットワークを

選定する。 

 基本的な考え方 

・検討範囲は市内全域を対象とするが、自転車利用者が多く、走行空間整備による効果が高

いと考えられるDID地区（人口集中地区）※10におけるネットワーク形成を優先的に検討

する。 

選定基準 

①沿線に自転車利用拠点がある路線      ④自転車需要が見込まれる新設予定路線 

②自転車通学が多い学校周辺の路線        ⑤自転車走行空間が整備されている路線 

③自転車関連事故の多い路線        ⑥連続性を確保するために必要な路線 

⑦自転車観光の推進を図る路線              

ネットワーク選定結果

事故発生箇所

自転車関連事故 多 路線

※250m     年1件 自転車事故 発生           事故 集中    路線 抽出
連続性 確保     必要 路線

サイクリングコース

自転車      

・ 新潟       自転車   等に位置付けられているコー
スを選定

サイクリングルートの回遊性向上

自転車利用拠点

自転車利用拠点   路線駅

文

学校

自転車通学 多 学校周辺 路線

自転車需要 見込   新設予定路線
※概ね3年以内 供用開始予定 路線

既 自転車 通行空間 整備     路線

・鉄道駅、大学、大規模商業施設など自転車利用が多
い拠点や主な居住地区等を結ぶ路線

・鉄道駅は、自転車利用者数を目安に選定（駐輪場利
用台数200台以上（ピーク時間）を目安）

・自転車通学の多い中学校、高校周辺の自転車利用が
多いと考えられる路線を選定（概ね1～2kmの範囲）

・対象の学校は自転車通学者数100人以上を目安

・自転車関連事故が過去5年間で5件（年1件）程度
の路線を選定

・①や②などに該当し、自転車の利用が見込まれる新
設予定路線を選定

・車道上に自転車の通行空間が整備されている路線を
選定（自歩道通行は対象外）

・①～⑤の路線を補間することで、ネットワークの連
続性を確保できる路線を選定

アクセスルートの安全性・快適性向上

※10 参考資料（７）用語解説集（P.参-34）参照 
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実施内容 

と考え方 

新潟市自転車走行空間整備ガイドラインの見直し 

・新潟市自転車走行空間整備ガイドラインは、原則として「安全で快適な自転車利用環

境創出ガイドライン」を踏襲し、車道での走行空間整備を推進する内容等に見直し。 

・予算的な制約があるなか、自転車ネットワークの早期進展を目指し、矢羽根型路面表

示やピクトグラム※１１を必要最小限とした「標準整備」と、学校や駅周辺などを対象

に重点的に整備を行う「重点整備」の2種類の整備方法を立案。 

走行空間を年次計画に沿って整備 

・選定基準①～⑥で抽出したネットワーク路線は、「走行空間整備路線」としてアクセ

スルートの安全性・快適性向上に向けて、「新潟市自転車走行空間整備ガイドライン」

に準じて整備を行う。 

・選定基準⑦で抽出したネットワーク路線は、「自転車観光の推進路線」としてサイク

リングルートの回遊性向上に向けて、ルートを示す路面表示や看板の設置などを検討

する。 

・ネットワーク路線は、目標を達成するための実施計画に基づいた整備を実施。 

・ネットワーク路線以外でも、自転車需要が高い路線については、ネットワーク路線に

準じた整備を行う。（整備が完了した路線は、ネットワーク路線へ追加することを基

本とする。） 

整備形態 

次頁以降に自転車走行空間ネットワーク路線を示す。 

速度 40km/h以下のその
他市道

A,C 以外
速度 50km/h以下の 

国県市道、 
速度 以下の幹

速度 50km/h超

C
自動車 速度 低  自動
車交通量 少  道路

B
A,C以外 道路

A
自動車 速度 高 道路

構造的 分離
自転車道

混在
車道混在（自転車 自動車 

車道 混在）
視覚的 分離

自転車専用通行帯

自
転
車
専
用

歩道 自転車
専用通行帯

車道歩道 自転車道 車道

縁石線等 

歩道 車道 路側帯 車道

歩道がある場合 歩道がない場合

※11 参考資料（７）用語解説集（P.参-35）参照 
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■北区 



第 6章 施策メニューの展開 

6-7 

■東区 
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■中央区 
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■江南区 



第 6章 施策メニューの展開 

6-10 

■秋葉区 
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■南区 
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■西区 
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■西蒲区 
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自転車走行空間ネットワーク延長は、当初約 154km に対して約 124km 増加し、計約 279km

となる。 

表 6-3 自転車走行空間      延長 

北区 東区 中央区 江南区 秋葉区 南区 西区 西蒲区 計 

走行空間整備路線 13.2 44.7 70.8 9.8 17.4 8.4 37.0 37.5 238.8

自転車観光 推進路線 2.6 22.9 14.4 39.9

計 13.2 44.7 73.4 32.7 17.4 8.4 51.4 37.5 278.7

表 6-4 見直 前後 自転車走行空間      延長

前回 
計画改訂時 
（H25年度）

今回 
計画改訂時 
（H30年度）

増減 

増減の内訳 

変更 
なし 

追加路線 
除外 
路線    自転車

観光の推進
路線 

北区 8.3 13.2 +4.9 8.3 ＋4.9

東区 27.8 44.7 +16.9 20.9 ＋23.8 －6.9

中央区 56.7 73.4 +16.7 50.0 ＋20.8 2.6 －6.7

江南区 7.7 32.7 +25.0 7.7 ＋2.1 22.9

秋葉区 7.1 17.4 +10.3 3.8 ＋13.6 －3.3

南区 6.9 8.4 +1.5 6.9 ＋1.5

西区 35.0 51.4 +16.4 26.9 ＋10.1 14.4 －8.1

西蒲区 4.9 37.5 +32.6 4.9 ＋32.6

計 154.4 278.7 +124.3 129.4 ＋109.4 39.9 －25.0

次頁に見直し前後の自転車走行空間ネットワーク路線を示す。 

（単位：km）

（単位：km）
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＜参考：見直 前後 自転車走行空間ネットワーク比較＞ 
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（2）とめる  駐輪計画 
 自転車利用者のニーズを踏まえ、利用しやすい駐輪スペースの確保や駐輪場への誘導

を行い、路上駐輪の削減や自転車利用促進につなげるための施策メニューを立案する。 

 駐輪場整備 留意点】 

● 駐輪場 需要 動向  環境 経済 健康  様々 要因 複雑 組 合      予測
が困難であるため、平成21年度 設定  収容台数を確保することを基本とし、地域の実情を
踏  必要 応  見直       

● 店舗利用 短時間駐輪 通勤 通学 長時間駐輪   利用者    合   配置    

表 6-5 駐輪計画 施策メニュー 一覧 

基本方針 施策メニュー 重点度 
利用    駐輪場 確保
安心 安全 快適 歩行空間 確保 
既存駐輪場 効率的 活用 

①新潟駅周辺 駐輪場整備 最重点 
②鉄道駅周辺 駐輪場整備（新潟駅以外の JR 駅） 重点 
③     駐輪場整備 最重点 
④  停付近 駐輪場整備 その他 

【とめる  駐輪計画  
自転車     “   ” 歩         新潟

＜基本方針＞ 
●様々 自転車利用者    踏   利用    駐輪場 確保   
●歩行者     安心 安全 快適 歩行空間 確保   
●既設 駐輪場 効率的 活用   

＜計画の考え方＞ 
●交通事業者 商店街 交通管理者等 連携  空 空間 有効 活用     利用    場所  
駐輪場整備 目指  

●自転車利用者 集中  公共交通機関等 結節  位置 駐輪場 整備   
●駅周辺の駐輪場  の既存施設 活用  改良 図      駐輪場 誘導  施策 行  駐輪場 
利用効率向上 適正利用 促進を図る。 
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①新潟駅周辺 駐輪場整備 ［最重点］ 
手段 交通事業者、商店街、交通管理者等と連携し、空きスペースを有効に活用するなど、

利用しやすい場所での駐輪場整備を目指す。 

自転車利用者が集中する公共交通機関等と結節する位置に駐輪場を整備する。 

実施内容 

と考え方 

高架下駐輪場整備の検討 

 ・目標収容台数は新潟駅周辺全体で4,500台とする。 

・高架下駐輪場整備について、民間委託による整備や有料化の是非を検討する。 

・設置場所は利用者にとって利便性の高い場所での確保を目指す。また、駅の東側、西

側のバランスに配慮する。 

・高架下駐輪場の整備完了まで既存駐輪場周辺の放置自転車対策（既存駐輪場への誘導

等）を実施する。 

石宮公園地下駐輪

高架下利用    

大規模駐輪場 整備
新潟駅付近連続立体交差事業   
生   高架下      駐輪場 整備

【整備の考え方】 
 新潟駅 立体化事業   生   高架
下      活用 駐輪場 整備   

 新潟駅周辺 総駐輪台数 
既存駐輪場  駐輪台数 路上駐輪台数

平日:3,381 台 
休日:3,481 台 

平日:898 台 
休日:844 台 

※平成 21年 7月 14日（火）、25日（土）調査結果

目標台数 

4,500 台 

石宮公園地下駐輪場
（967台） 

新潟駅南口第1駐輪場
（300台） 

新潟駅

新潟駅周辺 駐輪需要 供給

3481

2608

884

839

計4365

計3447

0 1000 2000 3000 4000 5000

計画策定時
（H21）

現況
（H29）

（台）

市営駐輪台数 放置自転車

収容台数 4,425 台

収容台数 4,404 台
目標台数 4,500 台

駐輪場整備   放置自転車対
策 実施（既存駐輪場 改善 
誘導 民間駐輪場 連携 放置
禁止区域の指定等） 

東跨線橋下駐輪場
（104台） 
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②鉄道駅周辺 駐輪場整備（新潟駅以外の JR駅） ［重 点］ 
手段 交通事業者、商店街、交通管理者等と連携し、空きスペースを有効に活用するなど、

利用しやすい場所での駐輪場整備を目指す。 

自転車利用者が集中する公共交通機関等と結節する位置に駐輪場を整備する。 

駅周辺の駐輪場などの既存施設を活用し、改良を図るとともに、駐輪場へ誘導する施

策を行い、駐輪場の利用効率向上や適正利用の促進を図る。 

実施内容 

と考え方 

駅周辺駐輪場の駐輪実態調査の実施 

・調査結果に基づく駐輪需要を満足する収容台数を確保する。 

・新たに駐輪場を整備する場合は、駅前広場の改修等と併せて実施するものとする。 

駐輪場の屋根、ラックの設置必要箇所の把握 

・駅利用者の利便性向上のため、屋根、ラックが未設置の駐輪場について、駐輪実態調

査結果や地域の声を踏まえ、設置必要箇所を整理する。 

駐輪場の屋根、ラックの整備優先度の検討 

・調査結果を踏まえ、必要性や予算などから総合的に整備の優先度を設定し、優先度の

高いものから整備を推進する。 

黒山
74台

豊栄
1,392台

早通
513台

新崎
700台

東新潟
765台

新潟
4,073台

白山
316台

関屋
300台

青山
90台小針

735台寺尾
575台

新潟大学前
853台

内野
1,567台

内野西 丘
186台

越後赤塚
430台

越後曽根
602台

巻
800台

岩室
200台

越後石山
1,168台

亀田
3,526台

荻川
370台

さつき野
255台

新津
2,282台

古津
350台

矢代田
500台

東新津
50台

新関
50台

白新線

越
後
線

信
越
本
線

磐越西線

大形
566台

北区東区

江南区

秋葉区

中央区

西蒲区

西区

上
越
新
幹
線 上段：駅名

下段：駐輪収容台数

新潟市内のＪＲ駅 網図（概要図） 

屋根 利点
 雨 雪  自転車 守  錆 汚  劣化   
軽減できる。 

    利点
 自転車転倒 防止 整理 整列駐輪 期待    
・        高 収容能力 省     有効活
用することができる。 

（写真）豊栄駅北口自転車等駐車場 （写真）石宮公園地下自転車駐車場 
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③     駐輪場整備 ［最重点］ 
手段 交通事業者、商店街、交通管理者等と連携し、空きスペースを有効に活用するなど、

利用しやすい場所での駐輪場整備を目指す。 

実施内容 

と考え方 

万代地区の駐輪場整備の検討 

 ・目標収容台数は1,000台とし、道路空間再配分による駐輪スペースの創出などによ

り、駐輪場整備を検討する。 

・現状では、地区全体の駐輪需要に対して収容台数は概ね足りているが、弁天仮設駐輪

場が収容台数を大幅に超過しているため、対策を検討する。 

古町地区の駐輪場整備計画の再整理 

 ・現況で地区全体の駐輪需要に対して収容台数は概ね足りていることや、中央区役所の

移転、古町 7 番地区第 1 種市街地再開発（旧大和）など大きな需要変化の可能性が

あるため、当面は整備計画の見直しは行わない。 

  ※完成後に駐輪実態調査を実施し、必要に応じて整備計画の見直しを実施。 

・古町通6、7番町では、依然として路上駐輪が多いため、放置自転車対策（既存駐輪

場への誘導等）を実施する。 

296

566 275

554

33

計850

計874

0 200 400 600 800 1000

計画策定時
（H21）

現況
（H29）

（台）

市営駐輪台数 民間駐輪台数 放置自転車

収容台数 313 台 951 台

目標台数 1,000 台

【万代地区の整備の考え方】 
 商業施設利用者 利便性 考慮  小規模
 駐輪場 分散  整備         利
用者   長時間駐輪  自転車 大規模 
駐輪場 誘導  

【万代地区 総駐輪台数 
既存駐輪場  駐輪台数 路上駐輪台数

平日:271 台 
休日:296 台 

平日:443 台 
休日:554 台 

※平成 21年 7月 14日（火）、25日（土）調査結果 

目標台数 

1,000 台 

万代駐輪場
（145台）

万代地区駐輪場
（168台）

新潟駅

放置禁止区域

万代地区 駐輪需要 供給

万代地区駐輪場 

万代地区

既存駐輪場 有効活用
するため、周辺の空いてい
る駐輪場  誘導 啓
発 併  放置自転車
対策を検討 

八千代駐輪場（108台）
H26.12

弁天仮設駐輪場（60台）
H26.12

ラブラ 2（320 台）
H28.3 万代シテイ（150台）

H28.3

市営駐輪場（既設）
市営駐輪場（計画策定時 H21 以降整備）

連携    民間駐輪場

八千代駐輪場 弁天仮設駐輪場 
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実施内容 

と考え方 【古町地区の整備の考え方】 
 商業施設利用者 利便性 考慮  小規模 
駐輪場 分散  整備       通勤通学 
目的   長時間駐輪  自転車 大規模 駐
輪場     商業施設周辺 民間自転車駐車
場  道路上等 駐輪場 誘導   

【古町地区 総駐輪台数 
既存駐輪場  駐輪台数 路上駐輪台数 

平日:279 台 
休日:244 台 

平日:1,480 台 
休日:1,617 台 

※平成 21年 7月 14日（火）、25日（土）調査結果 

目標台数 

2,000 台 

西堀通駐輪場の多層化（707 台） 
西堀通駐輪場（280 台）を多層化し収容台数を
拡大（H25.5 完成） 

古町地区

古町地区 駐輪需要 供給

本町通6番町駐輪場
（180台）H29.12

西堀通6番町駐輪場
（100台）H29.3

古町通5番町駐輪場
（132台）H26.10

上古町駐輪場
（155台）H27.9

市営駐輪場（既設）

市営駐輪場（計画策定時 H21 以降整備）

上古町駐輪場 古町通7番町 西堀通6番町駐輪場 
路上駐輪 状況 

※目標台数については、NEXT21 への中央区役所移転、 
大和跡地再開発   需要変動 踏  見直  行 

244

794

1617

715

計1861

計1509

0 500 1000 1500 2000

計画策定時
（H21）

現況
（H29）

（台）

市営駐輪台数 放置自転車

収容台数 324台 1,546 台

目標台数 2,000 台

新潟市役所

至
新
潟
駅

放置自転車 多 古町通 6 番
町、古町通7番町において、既存
駐輪場  誘導 啓発 併  
放置自転車対策 実施

①中央区役所 
（H29.8 移転）

②古町 7番地区第 1種市街地再開発 
（H31 年度予定）

① ②

本町通6番町駐輪場 

東掘通駐輪場
（168台）H26.5
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④バ 停付近 駐輪場整備 ［その他］ 
手段 交通事業者、商店街、交通管理者等と連携し、空きスペースを有効に活用するなど、

利用しやすい場所での駐輪場整備を目指す。 

自転車利用者が集中する公共交通機関等と結節する位置に駐輪場を整備する。 

実施内容 

と考え方 

バス停付近の駐輪場の設置必要箇所の把握 

 ・現状の自転車利用実態を踏まえ、設置必要箇所を把握する。 

・特に、鉄道駅がなく、バスが主な交通手段となっている西区、南区の国道8号沿いの

バス停について検討する。 

バス停付近の駐輪場の整備優先度の検討 

 ・調査結果を踏まえ、必要性や予算などから総合的に整備の優先度を設定し、優先度の

高いものから整備を推進する。 

【バス停付近の駐輪場整備イメージ】 

停留所付近 駐輪場 整備      自転車     交通手段 移行 容易       利用者 利便性
を向上させることでバス停の誘致圏を拡大する。 

【将 来】

バス停まで歩ける範囲の
人  利用      

バス停から歩ける範囲の人
  利用      

【現 在】

  停 利用圏域（誘致圏） 拡大

大通小学校前バス停（南区） 市役所     前自転車駐車場（中央区）
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 参考資料 駐輪場 整備形態

①商店街の空き店舗を
活用  駐輪場（新潟市） 

②自動車駐車場 空      
活用  駐輪場（新潟市） 

③地下空間の空きスペースを
活用  駐輪場（新潟市） 

※H20 新潟島地域 自転車（走行＆駐
輪）環境の創出社会実験時の様子 

⑤商業施設敷地内のデッドスペースを
活用  駐輪場（柏市）

⑦公園地下 活用  機械式駐輪場

⑥集中精算型前輪   式 駐輪場
（福岡市） 

④道路上 空 空間 
活用  駐輪場（新潟市）

※H20 新潟島地域 自転車（走行＆駐
輪）環境の創出社会実験時の様子 

※H21 新潟市万代・新潟駅周辺地区におけ
 良質 自転車駐輪環境創出 係  社
会実験時の様子 

[出典]自転車等駐車場 整備   方 関 
るガイドライン 

[出典]自転車等駐車場 整備   方 関 
るガイドライン 

[出典]自転車等駐車場 整備   方 関        
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（3）しくみ  放置自転車対策 
路上駐輪や駐輪場内の長期放置自転車を削減するため、放置禁止区域※４の拡大や撤去の強化な

どの施策メニューを立案する。 

表 6-6 放置自転車対策 施策メニュー 一覧 

基本方針 施策メニュー 重点度 
路上放置自転車 削減
駐輪場内 長期放置自転車 削減

①放置禁止区域 拡大及 駐輪場 有料化 重点 
②撤去の強化 重点 
③ 自転車等駐車場 附置義務等 関  条例※５の改正」 その他 

放置自転車 有効活用 ④撤去自転車       推進 重点 

【しくみ  放置自転車対策  
“   ”     歩行者      風景   込   新潟

＜基本方針＞ 
●都市景観 維持及 緊急時 活動 妨        路上放置自転車 削減   
●駐輪場内 長期放置自転車 削減   
●放置自転車 有効活用   

＜計画の考え方＞ 
●公共 駐輪場 民間施設 協力  駐輪場 設置 促進       放置禁止区域 拡大  撤去 
強化を図る。 

●駐輪場内 長期放置自転車 削減 向  取組 行  
●撤去自転車 処分費低減 向  取 組  行  

※４、５ 参考資料（７）用語解説集（P.参-30）参照 



第 6章 施策メニューの展開 

6-24 

①放置禁止区域 拡大及 駐輪場 有料化 ［重 点］ 
手段 公共の駐輪場や民間施設と協力した駐輪場の設置を促進するとともに、放置禁止区域

を拡大し、撤去の強化を図る。 

駐輪場内の長期放置自転車を削減する。 

実施内容 

と考え方 

新潟駅南口地区、万代地区、古町地区の放置禁止区域の指定時期や範囲、規制時間を

協議 

 ・地区内の駐輪場を確保した後に、地元とも調整を行いながら放置禁止区域を指定する。 

・放置禁止区域の指定は、区域内の撤去作業に要する予算や人員確保が必要であること

にも留意し、検討を進める。 

新潟駅南口地区 

地元との意見交換会を踏まえ、仮設第2駐輪場付近の放置自転車対策の実施と併せ、

放置禁止区域の指定時期や範囲を設定する。 

万代地区 

地元との意見交換会を踏まえ、弁天仮設駐輪場の駐輪対策の実施と併せ、放置禁止区

域の指定時期や範囲を設定する。 

古町地区 

地元との意見交換会を踏まえ、古町通6番町、7番町の駐輪対策の実施と併せ、通勤・

通学者のみを対象とした放置禁止区域の指定時期や範囲、規制時間を設定する。 

新潟駅南口地区の駐輪場の有料化を検討 

 ・放置禁止区域指定範囲内の駐輪場を対象として有料化について検討する。 

・現状の有料駐輪場（石宮公園地下駐輪場）や他都市の有料駐輪場の課題を踏まえたう

えで検討を進める。 

＜有料化の主なねらい＞ 

・長期放置自転車の抑制による駐輪場利用の適正化 

・受益者負担による不公平感の緩和やより利便性・安全性の高い駐輪場の整備 

古町地区

万代地区

新潟駅万代口地区

現在 自転車等放置禁止区域
拡大検討区域

新潟駅南口地区
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②撤去の強化 ［重 点］ 
手段 公共の駐輪場や民間施設と協力した駐輪場の設置を促進するとともに、放置禁止区域

を拡大し、撤去の強化を図る。 

駐輪場内の長期放置自転車削減に向けた取組を行う。 

実施内容 

と考え方 

放置禁止区域内の放置自転車の撤去の継続実施 

 ・新潟市自転車等放置防止条例に基づき、放置禁止区域内の放置自転車の撤去を行う。 

・警告札取付けの1～2時間程度後に撤去する。 

・撤去回数は、H27年度より撤去回数を増加したことで放置自転車が大幅に減少して

いることから現在の水準を維持することを基本とするが、撤去作業に要する予算や人

員確保が必要であることから、今後の撤去台数の推移を踏まえ、必要に応じて見直し

を行う。 

撤去の緩和措置制度を検討 

・体が不自由等特別な理由があり、駐輪場から目的施設へ徒歩で向かうのが困難な方に

対して、撤去対象から除外する仕組みを検討する。 

駐輪場内の放置自転車の撤去の継続実施 

・新潟市自転車等駐車場条例および新潟市自転車等放置防止条例に基づき、市営駐輪場

内の放置自転車の撤去を行う。 

・警告札取付けの7日程度後に撤去する。 

・撤去回数は年1回を基本とする。 

  ※パトロールや市民からの通報などで発見した場合は、条例に基づき撤去を行う。 

今後使用予定のない駐輪場内の長期放置自転車を啓発し発生を抑制 

・駐輪場への自転車の乗り捨てに対する啓発活動を実施する。 

・対象は市内の高校生以上の学生とし、卒業時期の乗り捨てを抑制する。 

今後使用予定のない駐輪場内の長期放置自転車を再利用する仕組みを検討 

 ・今後使用予定のない自転車がある場合、利用者から自転車再利用取扱業者（レンタサ

イクル事業者、自転車軽自動車商組合を想定）へ連絡し、直接無償譲渡してもらう仕

組みづくりを検討する。 

＜広島市 事例＞
◆対象者：身体の障がい    長距離 歩行（300m程度 連続歩

行） 駐輪場      階段 通常 昇降 困難 認  
れる方で次のいずれかに該当する方

（1） 次に掲げる身体障がい者障がい程度等級表 該当  方
下肢、体幹、移動機能、心臓機能、じん臓機能、呼吸器機能の
障がい

（2） （1）以外 方  症状 固定    病気    歩行 困難
であることが、医師の診断書により確認できる方

◆実施方法：上記の認定者 交付  右 認定    自転車 原動
機付自転車 貼付        対象自転車 原動機
付自転車 把握  撤去 対象  除外    
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③ 自転車等駐車場 附置義務等 関  条例  改正 ［その他］ 
手段 公共の駐輪場や民間施設と協力した駐輪場の設置を促進するとともに、放置禁止区域

を拡大し、撤去の強化を図る。 

実施内容 

と考え方 

民間施設の駐輪場の適正な附置義務の整備台数を設定 

・過去に附置義務で設置した民間駐輪場の利用実態調査を実施し、収容台数の拡大だけ

ではなく、縮小も含めて適正な駐輪台数を設定する。 

駐輪場設置場所の配慮 

 ・単に敷地内に駐輪場を設ければいいのではなく、入口に近い場所や歩道に沿った場所

など利用しやすい場所に駐輪場を整備するよう設置場所の条件を追加する。 

【附置等改正による適正な民間施設の駐輪場のイメージ】 
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④撤去自転車       推進 ［重 点］ 
手段 撤去自転車の処分費低減に向けた取り組みを行う。 

実施内容 

と考え方 

リサイクルの継続実施 

・公用車、レンタサイクル※６として活用する。 

・自転車軽自動車商組合に無償譲渡し一般販売する。 

保管自転車の品質劣化防止策の検討 

・品質劣化防止のため、次の方法を検討する。 

 ① 6ヶ月間の保管期間の短縮（新潟市自転車等放置防止条例実施要網の改正） 

 ② 今後使用予定のない自転車がある場合、利用者から自転車再利用取扱業者へ連絡

し、直接無償譲渡してもらう 

 ③ 当初からリサイクルの可能性のある自転車は、屋内保管やブルーシート等で覆うこ

とにより劣化を防ぐ 

処分自転車の売却方法の再検討 

・単価契約として業者に売却を行っているが、鉄くず価格の変動により、鉄くず費とし

ての収入と運搬費・廃タイヤ処分費の支出のつりあいが取れなくなることがあり、安

定して有価化することができない。このことから、自転車買取に特化した県外業者と

の契約も含め、売却方法を再検討する。 

【保管期間短縮の計画イメージ】 

※６ 参考資料（７）用語解説集（P.参-31）参照 
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（4）まもる  啓発活動計画 
適正な自転車利用を促進するために、既存の施策を継続及び見直しながら、年代や属性にあわ

せたわかりやすい啓発となる施策メニューを立案する。また、環境にやさしい交通手段へ市民一

人一人の「移動」が変化するような情報提供などの施策メニューを立案する。さらに、啓発活動

の実施にあたっては、自転車利用のメリットを同時に伝えられるよう配慮する。 

表 6-7 啓発活動計画 施策メニュー 一覧 
基本方針 施策メニュー 重点度 

走行    駐輪    対  意識 向上 ①交通安全教室の開催 最重点 
②街頭での直接指導 最重点 

自転車利用 転換、自転車 利用促進 ③自転車通勤 推進 その他 
④シェアサイクリングの推進 重点 

走行    駐輪    対  意識 向上
自転車利用 転換、自転車 利用促進

⑤チラシやホームページ等による情報発信 重点 
⑥サイクルイベントの開催 その他 

【まもる  啓発活動計画  
    “   ” 自転車 乗 人 快適  人       新潟

＜基本方針＞ 
●歩行者 自転車       対  走行    駐輪    対  意識 向上 図  
●過度     利用  環境     交通手段   自転車利用 転換 図  

＜計画の考え方＞ 
●全  人 対  意識向上 図    年代 属性別      守 理由 含 啓発 行  
●環境     自転車利用 転換 図    自転車利用促進 繋  各種取組 推進   
●人が多い箇所や団体と繋がるような啓発方法を検討し実施していく。 
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①交通安全教室の開催 ［最重点］ 
手段 歩行者、自転車、ドライバーに対して走行ルールと駐輪マナーに対する意識の向上を

図る。 

実施内容 

と考え方 

幼稚園・保育園、小学校での活動の継続実施 

・幼稚園・保育園、小学校での実施率は90%前後と高い水準で推移しており、継続し

て実施していく。 

・幼稚園・保育園では、歩行者目線で自転車の動きに注意することを教える。 

・小学校では、自転車の基本的な走行ルールを教えるとともに、歩道を走行するときの

ルールも教える。 

中学校・高校での活動の継続実施・拡充 

 ・中学校の実施率は増加傾向であるが、未だ40%と低いことから実施率向上を図る。 

 ・中学校・高校では、車道走行が基本ルールであることの再認識をしてもらう。 

・警察と連携し、実技指導やスケアード・ストレイト教育法（恐怖を実感し、それにつ

ながる危険行為を未然に防ぐ教育手法）による事故の疑似体験を通じた交通安全教室

を行う。 

実施内容の改善 

 ・交通安全教室の際に、小学校、中学校の自転車のルールの周知度を把握するアンケー

トなどを行い、実施内容の改善を図る。 

地域住民（特に高齢者）に対する活動の継続実施 

・高齢者に対しては毎年 100 回前後の交通安全教室を開催しており、今後も継続的に

実施していく。 

・高齢者は、座学のほか、参加・体験・実践型の交通安全教育を推進し、「交通事故に

合わない、起こさない」という意識を一人ひとりに普及させる。 

交通安全教室 学校での 
シミュレータによる学習 

スケアード・ストレイト 
自転車交通安全教室 
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②街頭での直接指導 ［最重点］ 
手段 人が多い箇所や団体と繋がるような啓発方法を検討し実施していく。 

実施内容 

と考え方 

街頭指導場所及び指導方法の設定 

・走行ルールに対する指導は、学校前や自転車事故が起こった箇所などから街頭指導場

所を選定し、各季の交通安全運動期間の実施内容の一つとして計画する。 

・路上駐輪に対する指導は、路上駐輪が多い場所などから街頭指導箇所を選定し、周辺

駐輪場の場所と利用方法などを案内し、誘導を図る。 

・駐停車・荷捌きのドライバーに対して、自動車の走行に関する自転車への配慮、ルー

ルを周知し、自転車が優先であることを認識するよう指導する。 

街頭指導（新潟市中央区） 街頭指導（新潟市西区）

街頭指導（新潟市中央区）街頭指導（新潟市南区）
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③自転車通勤 推進 ［その他］ 
手段 環境にやさしい自転車利用へ転換を図るため、自転車利用促進に繋がるような活動を

行う。 

実施内容 

と考え方 

通勤時の自転車利用促進策の継続実施 

・自転車の活用を促進する活動（「エコモビ推進運動」※９など）を継続実施するととも

に、自転車走行空間や駐輪場などのハード整備を行い、自転車を乗りやすい環境を創

出する。 

【エコモビ推進運動 H28～】 

【エコモビ推進運動 参加企業の取り組み例】 

 H28年 H29年 

参加者数 7 94 

参加率（%） 3 41 

CO2削減量
※２（kg） 144 1,517 

●マイカー通勤から自転車通勤へ 

 企業にとって、マイカー通勤には駐車場の確保や排気ガスや騒音による近隣からの苦

情など、抱える問題も多い。また、通勤時の交通渋滞も都市交通の大きな問題の１つと

なっている。こういった問題に対し、企業側が自転車通勤を奨励することで解決につな

がり、またエコ企業としてイメージアップになる。 

●環境への影響、健康維持の効果を実感 

 自転車で走った距離に応じて、車で走った際のCO2排出量を計算する。みんなでどの

くらいのCO2排出抑制に効果があったかを実感する。また、消費カロリーなど健康面へ

の効果も実感できるものとする。 

●サイクル＆ライド 

 最寄りの駅やバス停まで自転車で移動し、そこから公共交通機関を利用し目的地へ向

かう、サイクル＆ライドを促進するとともに、自転車利用マナー・ルールの意識向上を

図る。 

エコ モビリティ ライフ（エコモビ）とは？
「エコ モビリティ ライフ（エコモビ）」とは、環
境の「エコ」、移動の「モビリティ」、生活の「ライ
       言葉  電車   等 公共
交通機関 自転車 徒歩 自家用車 社
用車       使 分   環境    
 交通手段 利用             
言います。 

「エコモビ推進運動」登録者に実践していただきたい取組みの一つとして、
「自転車 徒歩通勤 奨励」を挙げている。

電気    自転車 購入 
社内で貸出しを開始

※2、９ 参考資料（７）用語解説集（P.参-29、34）参照 
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④シェアサイクリングの推進 ［重 点］ 
手段 環境にやさしい自転車利用へ転換を図るため、自転車利用促進に繋がるような活動を

行う 

実施内容 

と考え方 

観光目的のレンタサイクル※６事業の継続実施 

・観光を目的に各区で展開しているレンタサイクル事業を継続的に実施していく。 

企業参入型のコミュニティサイクル※６の導入の促進 

・一定の地域内にサイクルポートを設置し、自由に貸出・返却ができ、IoT※を活用し

た利用者にとって利便性の高いシステムの構築を図る。 

※「Internet of Things」の略で、自動車や家電など身の回りのあらゆるものにイン

ターネット通信機能を持たせることによって、インターネット経由で情報のやりと

りを行い、自動認識や自動制御、遠隔操作などを行うもの。 

 ・にいがたレンタサイクルでは、既に複数のポートで貸出・返却ができるシステムを構

築しているが、ポートの増設や IoTの活用などにより、更に利便性の高いものとする

ため、事業者との連携を視野に検討を進める。 

・検討にあたっては、駅やバス停からのイグレス（駅から学校・勤務地への移動）交通

としての自転車利用増加を図るため、通勤・通学にも利用できるシステムを検討する。 

にいがたレンタサイクル 
（新潟市中央区） 

スマートクルーズ 
（新潟市中央区） 

Ｘ

            概念図 

［出典］(公社)日本交通計画協会資料

※６ 参考資料（７）用語解説集（P.参-31）参照 
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⑤チラシやホームページ等による情報発信 ［重 点］ 
手段 全ての人に対して意識向上を図るため、年代や属性別に、ルールを守る理由も含め啓

発を行う 

人が多い箇所や団体と繋がるような啓発方法を検討し実施していく 

実施内容 

と考え方 

ポスター、チラシ、ホームページ、SNS（ソーシャル・ネットワーク・サービス）、

広報誌、マスコミ等による情報発信の継続実施・拡充 

・媒体ごとに情報発信したい対象や内容、更新頻度などを体系的に整理し、計画的に情

報を発信する。 

・特に、今後はドライバーに対する啓発を強化する。 

①自動車学校や運転免許センターでの自転車走行ルールに対する啓発 

②ドライバーに自転車とのすれ違い時に安全な距離を保ってもらうため、思いやり

1.5m運動を推進（シール配布、バスラッピング※12等） 

自転車購入店での啓発チラシ配布の継続実施 

・自転車購入時に、保険の加入促進や自転車安全利用五則についてのチラシを配布し、

自転車利用者の安全な利用を図る。 

自転車Webマップの作成 

・スマートフォンの位置情報を利用して、自転車走行空間ネットワーク路線や注意して

ほしいヒヤリ箇所、駐輪場の位置がわかる市内全域のWebマップを作成する。 

注意喚起看板等の設置箇所の抽出 

 ・過年度の自転車事故発生状況から、次の基準で看板等の設置により現地での注意喚起

を行う箇所を抽出する。 

① 過去 5年間で自転車関連の死亡事故が発生している場所 

② 過去 5年間で5件（年1件）以上の自転車関連の事故が発生している場所 

③ その他、自転車の利用が特に多く事故に対する注意喚起が必要な場所 

●思いやり1.5m運動 

 自動車等の運転者に対し、自転車の側方を通過するときは1.5 メートル以上の安全な

間隔を保つか、又は徐行していただくよう呼び掛けるもの。 

ポスターデザイン 

ステッカーデザイン

バス広告イメージ
※バス画像：（株）新交企画ホームページより

※12 参考資料（７）用語解説集（P.参-35）参照 
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⑥サイクルイベント※７の開催 ［その他］ 
手段 環境にやさしい自転車利用へ転換を図るため、自転車利用促進に繋がるような市民と

のコミュニケーション活動を行う 

実施内容 

と考え方 

大規模サイクルイベントの継続実施 

 ・規模の大きい次のイベントは継続実施を図る。 

①新潟シティライド（ロング、ミドル、ショート） 

②新潟ヒルクライム 

区のサイクルイベントの実施の検討 

 ・江南区の取組みをモデルケースに、各地域の魅力を活かしたサイクルイベントの開催

を検討する。 

その他自転車利用促進に繋がるイベントの継続実施・拡充 

 ・親子の自転車乗り方教室の継続実施及び拡充を図る。 

 ・小学校低学年の自転車に乗れない児童を対象に、自転車の乗り方について指導し、併

せて保護者に対して交通ルールを再確認してもらう。 

新潟ヒルクライム 江南区区   自転車交流会

新潟シティライド

親子自転車乗 方教室の開催

新潟シティライド

※7 参考資料（７）用語解説集（P.参-32）参照 
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第7章 計画推進に向けた体制と方法 

（1）評価指標 
 計画の推進にあたっては、具体的な施策の進捗や効果を的確に把握するために、単に

自転車走行空間の整備延長などの外形的な「アウトプット指標※8」だけでなく、施策実

施による効果が市民や自転車利用者等により実感できるような「アウトカム指標※８」を

設定し、計画の評価・見直しを行いながら進めていく。  

1）アウトプット指標（活動指標） 
 最重点項目についてアウトプット指標を設定し、目標達成を目指す。 

表 7-1 アウトプット指標（活動指標） 

最重点項目 指標 
計画
策定時 

（H21 年度）

前回
計画改訂時 
（H25 年度）

現況

（H29 年度）

目標
（H34 年度）
（2022 年度）

備考 

はしる 
走行
空間 
計画 

①ネットワーク 
路線等 
自転車走行
空間の確保 

自転車走行空間
 整備延長
(整備率) 

－ 6.4km 
（2%） 

74.6km＊1

（27%） 
150km 
（54%） 

ネットワーク
路線延長：
279km 
(うち、観光推進
路線40km)

とめる 
駐輪
計画 

①新潟駅周辺
 駐輪場整
備 駐輪場 

収容台数
(整備率)

新潟駅
周辺 

4,425 台 
（98%） 

4,404 台 
（98%） 

4,404 台＊2

（98%） 
4,500 台＊2

（100%） 
目標： 
4,500 台 

③まちなかの 
駐輪場整備

古町 
地区 

324 台
（16%） 

811 台
（41%）

1,546 台
（77%） － 目標： 

2,000 台＊3

万代 
地区 

313 台
（31%） 

313 台
（31%）

951台
（95%） 

1,000 台
（100%） 

目標： 
1,000 台 

しくみ 
放置 
自転車
対策 

－ － － － － － 最重点メニュ
ーなし 

まもる 
啓発 
活動 
計画 

①交通安全 
教室の開催
＊4

－ － － － －
(継続実施)

②街頭での 
直接指導 

1 年 1 回以上 
啓発活動を実施 
する整備済み 
路線数 

1 路線 1 路線 8 路線 11 路線＊5

＊1：現況の 74.6km の内訳は、前計画       路線 43.1km        路線以外 31.5km（自転車歩行者道活用 
21.2km は含まない）。 

＊2：現況では仮設駐輪場 3,033 台を含む。目標 4,500 台は本設での整備台数。 
＊3：古町 7 番地区第 1種市街地再開発完成後 駐輪実態調査 行  見直  行 予定 
＊4：①交通安全教室は、新潟市以外にも多数取り組んでおり、正確な開催数の把握が困難であるため指標から除外した。 
＊5：東区 中央区 西区 各 2 路線 北区 江南区 秋葉区 南区 西蒲区 各 1 路線 

※8 参考資料（７）用語解説集（P.参-32）参照 
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2）アウトカム指標（成果指標） 市民満足度
 アウトカム指標を設定し、新潟市自転車利用環境計画の推進により目標達成を目指す

とともに、市民満足度（市政世論調査の満足度）アップも目指す。 

表 7-2 アウトカム指標（成果指標）と市民満足度 

■アウトカム指標 

■市民満足度 

※設問に対する回答のうち、「満足」、「やや満足」と回答した割合 

指標 
計画 
策定時 

（H21 年度）

前回 
計画改訂時 
（H25 年度）

現況 

（H29 年度）

目標 
（H34 年度） 
（2022 年度）

備考 

自転車分担率 － 9.1% 
（H23年度）

7.5% 
（H28年度）

新潟市内都市交通
特性調査 

自転車事故 742 件 
（H21年）

564 件 
（H24年）

275 件 
（H29年）

交通年鑑 新潟県
警察資料   

通行区分 
順守率 － 10% 44% 60% 

主要8路線 整備
前後の調査を比較 

路上 
駐輪 
台数 

古町 
地区 

1,617台 
（H21年度）

－ 715 台 
（H29年度）

400 台 
（約8割減）

路上駐輪台数調査
の比較 

万代 
地区 

554 台 
（H21年度） 

－ 33台 
（H29年度） 

路上駐輪台数調査
の比較 

項目 
計画 
策定時 

（H21 年度）

前回 
計画改訂時 
（H25 年度）

現況 

（H29 年度）

目標 
（H34 年度） 
（2022 年度）

備考 

走行空間整備 
（はしる） － 15.6% 15.9% H25 年度  第 40

回市政世論調
査」、H29 年度 
「第44回市政世論
調査」より 
次回は H34年度 
実施予定 

駐輪場整備 
（とめる） － 19.0% 20.4% 

放置自転車対策
（しくみ） － 20.2% 28.3% 

啓発活動 
（まもる） － 11.5% 15.5% 

新潟市自転車利用環境計画の推進

はしる
走行空間
計画

とめる
駐輪計画

しくみ
放置自転車
対策

まもる
啓発活動
計画
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（2）取り組み計画と体制 
 計画内容が具体的に推進するように、関係者との連携・協力体制を構築し、取り組み

を実施していく。 

施策メニュー 実施内容 
年度 主な実施 

(協力)体制 H30 
(2018) 

H31 
(2019) 

H32 
(2020) 

H33 
(2021) 

H34 
(2022) 

はしる 
走行
空間 
計画 

①ネットワーク
路線等 自転
車走行空間 
確保 

自転車      路線
 選定基準 見直   
ットワークの再設定 ・土木総務課 

新潟市自転車走行空間
整備ガイドライン※３ 見
直し 

・土木総務課 

走行空間 年次計画 
沿って整備 

・土木総務課 
・各区建設課 
・東西土木事務所
・新潟国道事務所 
・(新潟県警) 
・(交通事業者) 

とめる 
駐輪
計画 

①新潟駅周辺
 駐輪場整備

高架下駐輪場整備 検
討 

・新潟駅周辺整備
事務所 
・中央区建設課 
・土木総務課 
・(JR 東日本) 

既存駐輪場 放置自転
車対策 

・土木総務課 
・中央区建設課 
・(JR 東日本) 

②鉄道駅周辺
 駐輪場整備
（新潟駅以外
の JR 駅） 

駅周辺駐輪場 駐輪実
態調査の実施 ・土木総務課 

・各区建設課 

駐輪場 屋根     
設置必要箇所の把握 ・土木総務課 

・各区建設課 

駐輪場 屋根     
整備優先度 検討 ・土木総務課 

・各区建設課 

③まちなかの駐
輪場整備 

万代地区 駐輪場整備
の検討 

・土木総務課
・中央区建設課 
・(新潟県警) 
・(地元商店街) 

古町地区 駐輪場整備
計画 再整理

・土木総務課
・中央区建設課 
・(新潟県警) 
・(地元商店街) 

④バス停付近
 駐輪場整備

  停付近 駐輪場 
設置必要箇所の把握 

・土木総務課
・各区建設課 
・(都市交通政策課)
・(交通事業者) 

  停付近 駐輪場 
整備優先度 検討

・土木総務課
・各区建設課 
・(都市交通政策課)
・(交通事業者) 

実施

実施

整 備

整備検討 工事着手

実 施 

実施

実施

実施 整備検討

整備検討

実施 必要に応じて整備

実施

実施 整備検討

※３ 参考資料（７）用語解説集（P.参-30）参照 
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施策メニュー 実施内容 
年度 主な実施 

(協力)体制H30 
(2018) 

H31 
(2019) 

H32 
(2020) 

H33 
(2021) 

H34 
(2022) 

しくみ 
放置 
自転車
対策 

①放置禁止区
域※４の拡大及
 駐輪場 有
料化 

新潟駅南口地区、
古町地区、万代地
区の放置禁止区域
の指定時期や範囲、
規制時間を協議 

・土木総務課 
・中央区建設課 
・(JR 東日本) 
・(地元商店街) 
・(地元自治会) 

新潟駅南口地区、
古町地区、万代地
区 駐輪場 有料
化を検討 

②撤去の強化 放置禁止区域内の
放置自転車 撤去
の継続実施 ・中央区建設課 

撤去の緩和措置制
度 検討 ・土木総務課 

・中央区建設課 
・(障がい福祉課) 

駐輪場内 放置自
転車 撤去 継続
実施 ・各区建設課 

今後使用予定のな
 駐輪場内 長期
放置自転車 啓発 
発生を抑制 

・土木総務課 
・各区建設課 
・(高校、大学、 
 専門学校) 

今後使用予定のな
い駐輪場内 長期
放置自転車 再利
用する仕組みを検討 

・土木総務課 
・各区建設課 
・(自転車事業者)
・(高校、大学、 
 専門学校) 

③自転車等駐
車場 附置義
務等に関する
条例※5の改正

民間施設 駐輪場
の適正な附置義務
の整備台数を設定 ・土木総務課 

駐輪場設置場所 
配慮 ・土木総務課 

④撤去自転車
のリサイクルの
推進 

リサイクルの継続実施
・各区建設課 
・(自転車事業者)

保管自転車 品質
劣化防止策 検討 ・土木総務課 

・各区建設課 

処分自転車 売却
方法の再検討 ・土木総務課 

・各区建設課 
・(自転車事業者)

実 施

検 討 必要に応じて実施

協 議

実 施

実 施検討

検討 実 施

検討 必要に応じて実施

検討 必要に応じて実施

実 施

検討 実 施

検討 必要に応じて実施

検 討

※４、５ 参考資料（７）用語解説集（P.参-30）参照 
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施策メニュー 実施内容 
年度 主な実施 

(協力)体制H30 
(2018) 

H31 
(2019) 

H32 
(2020) 

H33 
(2021) 

H34 
(2022) 

まもる 
啓発 
活動 
計画 

①交通安全
教室の開催 

幼稚園・保育園、小学
校での活動の継続実
施 

 市民生活課
・各区地域総務課
・(新潟県警) 

中学校・高校での活動
の継続実施・拡充  市民生活課

・各区地域総務課
・(新潟県警) 

実施内容の改善
 市民生活課
・各区地域総務課

地域住民（特 高齢
者）に対する活動の
継続実施 

 市民生活課
・各区地域総務課
・(新潟県警) 

②街頭での
直接指導 

街頭指導場所及び指
導方法の設定 

 市民生活課
・各区地域総務課
・土木総務課 
・各区建設課 
・(新潟県警) 

③自転車通
勤の推進 

通勤時 自転車利用
促進策の継続実施 ・環境政策課 

・都市交通政策課
・土木総務課 

④シェアサイク
リング※６の推
進 

観光目的のレンタサイ
クル※６事業の継続実
施 

・各区ﾚﾝﾀｻｲｸﾙ 
事業担当課 
・(にいがたﾚﾝﾀｻｲｸﾙ)

企業参入型のコミュニ
ティサイクル※６の導入
の促進 

・都市交通政策課
・土木総務課 
・(にいがたﾚﾝﾀｻｲｸﾙ)

⑤チラシやホ
ームページ等
による情報発
信 

ポスター、チラシ、ホーム
ページ、SNS、広報
誌、マスコミ等による情
報発信の継続実施・
拡充 

・土木総務課 
・各区建設課 
 市民生活課
・各区地域総務課

自転車購入店  啓
発チラシ配布の継続実
施 

・市民生活課 
・(自転車事業者)

自転車Web マップの
作成 ・土木総務課 

注意喚起看板等の設
置箇所の抽出 ・土木総務課 

・各区建設課 

⑥サイクルイ
ベント※7の開
催 

大規模サイクルイベント
の継続実施・拡充 ・スポーツ振興課 

・(自転車関連 
団体) 

区のサイクルイベントの
実施の検討 ・各区事業担当課

自転車 親   感 
てもらうイベントの継続
実施・拡充 

・市民生活課 
・(自転車関連 
団体) 

実 施

実 施

実 施

実 施

実 施

実 施

実 施

検 討

実 施

実 施

検討 運 用

抽出 整備検討

実 施

実 施

実 施

※6、7  参考資料（７）用語解説集（P.参-31,32）参照 
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（3）計画の推進体制 
 「新潟市自転車利用環境計画」の推進は、市民、学識者、交通事業者、関係機関、行

政からなる「新潟市自転車利用環境推進委員会」が中心となり、毎年度もしくは、一定

期間ごとに計画の進捗状況や評価指標における効果等を把握し、計画内容の改善や施策

の重点化を図りながら、継続的に計画を推進していくものとする。 

新潟市
自転車利用環境 
推進委員会 

市 民

関 係
機 関 

学識者

交通
事業者 行 政

新潟市自転車利用環境計画 推進体制
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（4）計画の評価 

1）計画評価のサイクル 
 本計画を計画的に推進し、内容の改善を図るためには、取り組みをしっかりと実施し

た上で、その状況の把握、進捗管理を行うとともに、本計画の目的が達成されるよう、

取り組みの評価を行い、その評価や市民からのニーズ、社会情勢の変化等を踏まえ、そ

の後の計画に反映していく必要がある。 

 本計画の検証方法として、下記のようにPDCA
ピーディシーエー

サイクル※13を導入し、「新潟市自転車

利用環境推進委員会」により、確実な進捗管理を行い、継続的な計画の推進を図る。 

【施策の PDCA サイクル】 

 各アウトプット指標について、フォローアップ調査（指標に関する継続的調査）を行

いながら計画をすすめ、目標年である平成34年度末（2022年度末）までには「新潟

市自転車利用環境推進委員会」を開催し、達成度評価を行うことを予定する。 

【フォローアップ調査・計画】 

＊1：古町地区のみ 

アウトカム指標 
（成果指標） 調査方法 

年度 
H30 
(2018) 

H31 
(2019) 

H32 
(2020) 

H33 
(2021) 

H34
(2022) 

自転車分担率 新潟市内都市 
交通特性調査 

自転車事故 交通年鑑 
新潟県警察資料 

通行区分順守率 交通量調査     

路上駐輪台数 路上駐輪調査     

市民満足度 市政世論調査     

Plan
プ ラ ン

（計画）
取り組みの方針や取り組み内容を示す本計
画を策定する。 

Do
ド ウ

（実行）
計画に基づき、市民 関係事業者及 行政
    各主体  相互 連携 協力  各
種の取り組みを実施する。 

Act
ア ク ト

（改善）
取 組  評価 市民      等 踏 
  翌年度以降 計画 反映 改善   

Check
チ ェ ッ ク

（評価）
計画等 取 組 状況 把握  進捗管理
 行      計画 目的 達成     
取 組  評価 行  

新
潟
市
自
転
車
利
用
環
境

推
進
委
員
会
（
達
成
度
評
価
）

調査予定

調査予定

調査予定＊１ 調査予定

調査予定

※１３  参考資料（７）用語解説集（P.参-35）参照 



参考資料 

参－1 

参考資料 

（1）新潟市自転車利用環境計画策定委員会 新潟市自転車利用環境推進委員会

1）新潟市自転車利用環境計画策定委員会 

①新潟市自転車利用環境計画策定委員会 設置
 自転車利用環境計画の策定に向けて、「新潟市自転車利用環境計画策定委員会」を設置

し、以下の策定体系とする。 

事 務 局 

（新潟市土木総務課） 

計画（案） 

答申・審議 

自転車利用環境計画策定委員会 

  委員構成 

  ・知識・経験を有するもの 

  ・関係行政機関 

  ・関係団体 

  ・公募委員 

作業部会 
（市役所関連部署 
   ・関係機関など） 



参考資料 

参－2 

②新潟市自転車利用環境計画策定委員会 構成員（平成21年度） 

 新潟市自転車利用環境計画策定委員会は、以下の委員により構成する。 

区分 現職等 氏名 備考 

知識・経験

を 有 す る

もの 

新潟大学工学部建設

学科 准教授 

委員長 

岩佐
い わ さ

 明彦
あきひこ

・水と土の芸術祭を題材に自転車走行ルートの

研究（研究室） 

茨城大学工学部都市

システム工学科  

教授 

金
きん

 利
とし

昭
あき

・自転車空間研究小委員会（土木学会土木計画

学研究委員会） 幹事長 

NPO 法人 自転車

活用推進研究会 事

務局長 

小林
こばやし

 成基
し げ き

・都市交通としての自転車利用活用推進研究会

（(社)日本交通計画協会） 委員 

・にいがた市民大学講座「自転車の”みち”を

つくろう」講師(H20年度) 

「自転車のまち”新

潟”」の会 会長 
岩間
い わ ま

 正吉
まさよし

・にいがた市民大学講座の市民企画講座として、

「自転車の”みち”をつくろう」を提案 

・上記受講者を中心に「自転車のまち”新潟”」

の会を設立 

株式会社サイクルシ

テイにいがた 取締

役 

高橋
たかはし

 正良
まさよし

・レンタサイクル研究会 事務局 メンバー 

・新潟市自転車を活用したまちづくり推進協議

会メンバー 

NPO 法人 越のみ

ちネットワーク女性

会議 副理事長 

栗山
くりやま

 靖子
や す こ

・安全・安心の心豊かなくらしづくり・まちづ

くり・みちづくりをテーマに活動するＮＰＯ

法人 

・新潟市の自転車利用を考える懇談会（H20 新

潟国道事務所）委員 

関 係 行 政

機関 

国土交通省北陸地方

整備局 新潟国道事

務所 事務所長 

田中
た な か

 倫
とも

英
ひで

新潟県警察本部 

交通部 交通規制課

長 

平田
ひ ら た

 英司
え い じ

関 係 団 体

（ 公 共 交

通機関） 

東日本旅客鉄道㈱新

潟支社総務部企画室 

室長 

西田
に し だ

 聡
さとし

新潟交通株式会社乗

合バス部指導課 課

長 

和田
わ だ

 徹
とおる

公募委員  幸田
こ う だ

 健太
け ん た

清野
せ い の

 みよ子
こ
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③新潟市自転車利用環境計画策定委員会設置要綱 

（目的） 

第 1条 市民に身近な乗り物である自転車の利用環境を整備し，自転車利用の利便性の高い快適で安

全な自転車利用環境計画を策定するため，委員会の設置と審議に必要な事項を定める。 

（委員会の審議事項） 

第 2条 委員会は，事務局の計画案について審議し，自転車利用環境計画を策定する。 

（委員会の名称） 

第 3条 この委員会は，新潟市自転車利用環境計画策定委員会（以下「委員会」という。）という。 

（委員及び組織） 

第 4条 委員会は，20人以内を持って組織し，知識経験を有する者，市民及び関係行政機関等で構

成し，その構成は別表１のとおりとする。 

2 委員会の委員の任期は，平成22年 3月 31日までとする。 

（委員長） 

第 5条 委員会に委員長を1名置き，委員の互選により定める。 

2 委員長は委員会を代表し，審議を処理する。 

3 委員長に事故があるときは，委員長があらかじめ指名した委員がその職務に当る。 

（事務局） 

第 6条 委員会の事務局は，土木部土木総務課に置く。 

（その他） 

第 7条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関して必要な事項は，会長が委員会に諮って

定める。 

附則 

この要綱は，平成21年7月 28日から施行する。 

別表１ 新潟市自転車利用環境計画策定委員構成 

知識・経験を有するもの 6名程度 

関係行政機関 2名程度 

関係団体（公共交通機関） 2名程度 

公募委員 男性 1 名、女性1 名 



参考資料 
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2）新潟市自転車利用環境推進委員会 

①新潟市自転車利用環境推進委員会の設置 

 委員会は、平成22年 3月に策定した「新潟市自転車利用環境計画」の進捗状況を把

握し、事務局が作成した施策の修正案、設定した評価指標についての意見聴取を行う。 

 「新潟市自転車利用環境推進委員会」を開催し、以下の体系とする。 

事 務 局 

（新潟市土木総務課） 報告・意見 

新潟市自転車利用環境推進委員会 

  委員構成 

  ・学識経験を有するもの 

  ・市民団体の代表者，公募委員 

  ・関係行政機関（国・警察） 

庁内関係課 

作業依頼 

資料提出 

連 携 

オブザーバー 

・関係団体（公共交通機関） 

意見等 
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②新潟市自転車利用環境推進委員会の構成員（平成25年度） 

 新潟市自転車利用環境推進委員会は、以下の委員により構成する。 

委員 

区分 現職等 氏名 

学識経験者 新潟大学工学部建設学科 准教授 委員長 

岩佐
い わ さ

 明彦
あきひこ

茨城大学工学部都市システム工学科 教授 金
きん

 利
とし

昭
あき

団体代表 NPO法人 自転車活用推進研究会 理事長 小林
こばやし

 成基
し げ き

「自転車のまち”新潟”」の会 会長 岩間
い わ ま

 正吉
まさよし

にいがたレンタサイクル研究会事務局長 高橋
たかはし

 正良
まさよし

NPO法人 ワーキングウィ 

メンズアソシエーション理事 

栗山
くりやま

 靖子
や す こ

NPO法人 まちづくり学校代表理事 長谷川
は せ が わ

 美香
み か

新潟県交通安全協会女性部長（理事） 金子
か ね こ

 和子
か ず こ

新潟市男女共同参画推進センター「アルザにいがた」企画委員 吉田
よ し だ

 綾子
あ や こ

関係行政機関 国土交通省北陸地方整備局 新潟国道事務所 事務所長 松本
まつもと

 健
たけし

新潟県警察本部交通部交通規制課長 大桃
おおもも

 正明
まさあき

公募委員  杉本
すぎもと

 道
みち

秋
あき

渡辺
わたなべ

 直子
な お こ

オブザーバー 

区分 現職等 氏名 

関係団体 

（公共交通機関） 

東日本旅客鉄道㈱新潟支社総務部企画室長 西田
に し だ

 聡
さとし

 （第1回） 

石塚
いしづか

 毅
たけし

 (第 2回)

新潟交通株式会社乗合バス部運転保安課長 和田
わ だ

 徹
とおる

事務局 

区分 現職等 氏名 

事務局 新潟市土木部土木総務課  
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③新潟市自転車利用環境推進委員会設置要綱（平成25年度） 

（目的）  

第 1条 新潟市自転車利用環境計画の推進について，市民，学識経験者，関係行政機関からの幅広い

意見を聴取することを目的として，新潟市自転車利用環境推進委員会（以下「委員会」という。）

を開催する。  

（開催期間）  

第 2条 委員会の開催期間は，平成32年3月 31日までとする。  

（委員構成）  

第 3条 委員会は，委員20名以内をもって構成する。  

2 委員は，次に掲げる者のうちから市長が選任する。  

(1) 学識経験を有する者  

(2) 関係行政機関の職員  

(3) 市民団体の代表者  

(4) 公募による市民  

(5) その他市長が必要と認める者  

3 委員会には，必要に応じオブザーバーを置くものとする。  

（委員任期）  

第 4条 委員の任期は，就任した日から就任した日の年度の末日とする。ただし，補欠の委員の任期

は，前任者の在任期間とする。  

2 委員は，通算の在任期間が６年を超えて再任することはできない。  

（守秘義務）  

第 5条 委員は，職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。  

（委員長）  

第 6条 委員会に委員長を置き，委員の互選によってこれを定める。  

2 委員長は委員会の進行を行う。  

3 委員長が欠けたとき，又は委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長の指名する委員がその

職務を代行する。  

（会議）  

第 7条 委員会の会議は，必要の都度市長が招集する。  

2 市長が必要と認めるときは，委員会に委員以外の者の出席を求め，その意見又は説明を聞くこと

ができる。  

3 委員会の会議は，公開とする。  

（事務局）  

第 8条 委員会の事務局は，土木部土木総務課に置く。  

（その他）  

第 9条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関して必要な事項は，市長が別に定める。  

附則  

（施行期日等）  

1 この要綱は，平成25年 3月 15日から施行する。  

2 この要綱は，平成32年 3月 31日限り，その効力を失う。
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④新潟市自転車利用環境推進委員会の構成員（平成29、30 年度） 

 新潟市自転車利用環境推進委員会は、以下の委員により構成する。 

委員 

区分 現職等 氏名 

学識経験者 法政大学デザイン工学部建築学科 教授 委員長 

岩佐
い わ さ

 明彦
あきひこ

茨城大学工学部都市交通システム工学科 教授 金
きん

 利
とし

昭
あき

団体代表 NPO法人 自転車活用推進研究会 理事長 小林
こばやし

 成基
し げ き

「自転車のまち”新潟”」の会 会長 岩間
い わ ま

 正吉
まさよし

にいがたレンタサイクル 会長 高橋
たかはし

 正良
まさよし

NPO法人 ワーキングウィメンズアソシエーション 栗山
くりやま

 靖子
や す こ

NPO法人 まちづくり学校代表理事 中村
なかむら

 美香
み か

新潟市安全協会女性部長 林
はやし

  禎子
よ し こ

新潟市男女共同参画推進センター「アルザにいがた」企画員 大江
お お え

 洋子
よ う こ

関係行政機関 国土交通省北陸地方整備局 新潟国道事務所 事務所長 大江
お お え

 真弘
まさひろ

(H29) 

田中
た な か

 創
はじめ

 (H30) 

新潟県警察本部交通部 交通規制課長 真島
ま し ま

 豊
ゆたか

その他市長が 

必要と認める者 

新潟市立万代高等学校生徒指導部教員 斉藤
さいとう

 理恵子
り え こ

子育て支援ファシリテーター 今井
い ま い

 麻
ま

奈美
な み

オブザーバー 

区分 現職等 氏名 

関係団体 

（公共交通機関） 

東日本旅客鉄道㈱ 新潟支社 総務部 企画部長 

東日本旅客鉄道㈱ 新潟支社 総務部 企画室長 

石塚
いしづか

 毅
たけし

(H29) 

三本
みつもと

 和彦
かずひこ

(H30)

新潟交通㈱乗合バス部 部長 村山
むらやま

 優樹
ゆ う き

(H29)

和田
わ だ

 徹
とおる

 (H30

事務局 

区分 現職等 氏名 

事務局 新潟市土木部土木総務課  
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⑤新潟市自転車利用環境推進委員会設置要綱（平成29、30 年度） 

（目的） 

第１条 新潟市自転車利用環境の推進にあたり，計画の策定や見直しについて，市民，学識経験者，

関係行政機関からの幅広い意見を聴取することを目的として，新潟市自転車利用環境計画推進委員

会（以下「委員会」という。）を開催する。 

（開催期間） 

第２条 委員会の開催期間は，平成３２年３月３１日までとする。 

（委員構成） 

第３条 委員会は，委員２０名以内をもって構成する。 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから市長が選任する。 

（１）学識経験を有する者 

（２）関係行政機関の職員 

（３）市民団体の代表者 

（４）公募による市民 

（５）その他市長が必要と認める者 

３ 委員会には，必要に応じオブザーバーを置くものとする。 

（委員任期） 

第４条 委員の任期は，就任した日から就任した日の年度の末日とする。 

（守秘義務） 

第５条 委員は，職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（委員長） 

第６条 委員会に委員長を置き，委員の互選によってこれを定める。 

２ 委員長は委員会の進行を行う。 

３ 委員長が欠けたとき，又は委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長の指名する委員がその

職務を代行する。 

（会議） 

第７条 委員会は，必要の都度市長が招集する。 

２ 市長が必要と認めるときは，委員会に委員以外の者の出席を求め，その意見又は説明を聞くこと

ができる。 

３ 委員会は，公開とする。 

（事務局） 

第８条 委員会の事務局は，土木部土木総務課に置く。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関して必要な事項は，市長が別に定める。 

附則 

（施行期日等） 

１ この要綱は，平成２５年３月１５日から施行する。 

２ この要綱は，平成３２年３月３１日限り，その効力を失う。 

（施行期日等） 

３ この要綱は、平成２９年１０月１３日から施行する。
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（2）新潟市自転車利用環境計画 策定経過
 新潟市自転車利用環境計画の策定経緯を以下に示す。 

①H22.3 自転車利用環境計画策定 経緯

年月日 会議名・調査名 議事内容 

平成21年9月1日 第1回自転車利用環境計画策定委員会 ・計画概要とスケジュール 

・新潟市における自転車利用の現状と

これまでの取り組み 

・自転車利用環境計画の策定方針 

平成21年11月24日 第2回自転車利用環境計画策定委員会 ・計画（素案）の方向性の確認（走行

計画、駐輪計画、放置自転車対策計

画、啓発計画） 

平成22年1月8日～ 

平成22年2月8日 

パブリックコメント ・新潟市自転車利用環境計画（案）に

対する意見募集 

平成22年1月26日～ 

平成22年1月27日 

新潟市自転車利用環境計画策定委員会 

有識者懇談会 

・計画の進め方 

・具体的な整備方針 

平成22年3月1日 第3回自転車利用環境計画策定委員会 ・パブリックコメントの意見書集計結

果 

・新潟市自転車利用環境計画(案) 

②H26.3 自転車利用環境計画改訂 経緯

年月日 会議名・調査名 議事内容 

平成25年5月25日 第 1 回新潟市自転車利用環境推進委員

会 

・計画概要とスケジュール 

・計画の取組、進捗状況と効果検証 

・計画の課題・改善点 

・新潟市自転車走行空間整備ガイドラ

イン 

平成25年9月3日 第 1 回新潟市自転車利用環境推進委員

会有識者懇談会 

・新潟市自転車利用環境計画(案)・矢

羽根型表示簡易実験 

・新潟市自転車走行空間整備ガイドラ

イン 

平成26年1月31日 第 2 回新潟市自転車利用環境推進委員

会有識者懇談会 

・新潟市自転車走行空間整備ガイドラ

イン 

平成26年1月31日 第 2 回新潟市自転車利用環境推進委員

会 

・新潟市自転車利用環境計画(案) 

・新潟市自転車走行空間整備ガイドラ

イン 
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③H31.3 自転車利用環境計画改訂 経緯

年月日 会議名・調査名 議事内容 

平成29年10月16日 第 1回新潟市自転車利用環境推進委員会 ・計画概要とスケジュール 

・計画の取組、進捗状況と効果検証 

・計画の課題・改善点 

・新潟市自転車走行空間整備ガイド

ライン 

平成30年1月29日 第 2回新潟市自転車利用環境推進委員会 ・計画の取組、進捗状況と効果検証 

・新潟市自転車利用環境計画(案) 

・新潟市自転車走行空間整備ガイド

ライン 

平成30年10月1日 第 3回新潟市自転車利用環境推進委員会 ・新潟市自転車利用環境計画(案) 

・新潟市自転車走行空間整備ガイド

ライン 

平成30年12月18日 

～ 

平成31年1月18日 

パブリックコメント ・新潟市自転車利用環境計画（案）

に対する意見募集 
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（3）自転車走行空間 整備予定路線
 次頁以降に、平成34年度末までに自転車走行空間の整備を予定する路線を示す。 
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①北区 
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②東区  
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③中央区 
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④江南区 
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⑤秋葉区 
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⑥南区 
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⑦西区 
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⑧西蒲区 
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（4）      路線以外 取 扱     

1）既設自転車歩行者専用道等
 既設自転車歩行者道等のうち、新潟島一周自転車道と県道安

田新潟自転車道（中央区と東区の一部）は、ネットワーク路線

に準ずる位置付けとする。 

また、自転車歩行者道は、自転車と歩行者が混在する路線で

あるため、自転車通行における歩行者優先の注意喚起（「おし

チャリ」※など）を行いながら、将来的には、歩行者・自転車

の混在を解消する検討（自転車の車道走行を促進する広報活動 

や代替路線への誘導）を行うものとする。 

2）自歩道活用検討区間
 柾谷小路や (主)新潟港横越線（赤道）、新潟みなとトンネル等については、自動車交通

量が多く、空間的制約もあることから、車道上での自転車走行空間の確保が困難である。 

しかし、柾谷小路や (主)新潟港横越線（赤道）は地域の主要な生活路線として、新潟

みなとトンネルは区と区を結ぶ路線として重要な位置付けにあることから、自転車ネッ

トワーク路線からは外すものの、当面は自歩道を活用し、自転車ネットワークを補完す

る経路として活用を検討することとする。 

なお、柾谷小路や (主)新潟港横越線（赤道）は、並行する路線において代替路として

の自転車走行空間を整備し、自転車の代替路利用を促進していく。 

新潟島一周自転車道（愛称：ぐるりん新潟島）
約 15km 
※県道安田新潟自転車道 含 

県道安田新潟自転車道
約 7.9km

※歩行者の安全のため、歩道などでは自転車を押して歩くよう促す取り組み 
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（5）自転車活用推進法 概要
 自転車の活用を総合的・計画的に推進することを基本理念として、自転車活用推進法

が制定（H29.5.1 施行）されている。概要は以下のとおりである。

（1・2条） 

＜目的＞ 

・基本理念を定め、国の責務等を明らかにし、施策の基本となる事項を定めるとともに、自転

車活用推進本部を設置することにより、自転車の活用を総合的かつ計画的に推進すること 

＜基本理念＞ 

・自転車による交通が、二酸化炭素等の環境に深刻な影響を及ぼす 物質及び騒音・振動を発生

しないという特性並びに災害時において機動的であるという等の特性を有すること  

・自動車への依存の程度を低減することが、国民の健康の増進及び 交通の混雑の緩和による経

済的社会的効果を及ぼすこと 

・交通体系における自転車による交通の役割を拡大すること 

・交通の安全の確保が図られること

目的 基本理念

（3・4条） 

・国は、基本理念にのっとり、自転車の活用推進に関する施策を総合的かつ計画的に策定、実

施する 

・地方公共団体は、基本理念にのっとり、自転車の活用推進に関し、国との適切な役割分担を

踏まえて、区域の実情に応じた施策を策定、実施する 

・国・地方公共団体は、情報の提供等を通じて、基本理念に関する国民・住民の理解を深め、

かつその協力を得るよう努める

国等の責務

（5～7条） 

・自転車と公共交通機関との連携の促進等に努め、国・地方公共団体が実施する自転車活用の

推進に関する施策に協力するよう努める 

・国、地方公共団体、公共交通関係事業者、住民その他の関係者は、基本理念の実現に向けて

相互に連携を図りながら協力するよう努める

公共交通関係事業者の責務等
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（8条） 

①自転車専用道路・自転車専用通行帯等の整備

②路外駐車場の整備時間制限駐車区間の指定見

直し 

③シェアサイクル施設の整備 

④自転車競技施設の整備 

⑤高い安全性を備えた良質な自転車の供給体制

の整備 

⑥自転車安全に寄与する人材の育成及び資質の

向上 

⑦情報通信技術等の活用による自転車の管理の

適正化 

⑧交通安全に係る教育及び啓発 

⑨自転車活用による国民の健康の保持増進 

⑩学校教育等における自転車活用による青少年

の体力の向上 

⑪自転車と公共交通機関との連携の促進 

⑫災害時の自転車の有効活用体制の整備 

⑬自転車を活用した国際交流の促進 

⑭観光旅客の来訪の促進その他の地域活性化の

支援等の施策を重点的に検討・実施する 

（9～11条） 

・政府は、基本方針に即し、目標及び講ずべき必要な法制上・財政上の措置等を定めた自転車

活用推進計画を閣議決定で定め、国会に報告する 

・都道府県、市区町村は、区域の実情に応じた自転車活用推進計画を定めるよう努める

自転車活用推進計画

（12・13条） 

・国土交通省に自転車活用推進本部を置き、本部長は国土交通大臣、本部員は関係閣僚をもっ

て充てる（併せて国土交通省設置法の一部改正（附則5条））

自転車活用推進本部

・5月5日を「自転車の日」、5月を「自転車月間」とする（14条） 

・自転車活用推進を担う行政機関の在り方について等の検討（附則2・3条） 

・市区町村道に加え、国道及び都道府県道についても自転車専用道路等を設置するよう努める

旨の自転車道の整備等に関する法律の一部 改正（附則4条）

基本方針

その他
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（6）自転車活用推進計画と本計画の関係性 
 自転車活用推進法（平成28年法律第113号）に基づき自転車の活用の推進に関する

施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本計画である自転車活用推進計画が、平

成30年 6月 8日に閣議決定された。 

 ここでは、新潟市自転車利用環境計画と自転車活用推進計画との対比を整理する。 

1）計画期間 
自転車活用推進計画 新潟市自転車利用環境計画

長期的な展望を視野に入れつつ、2020年

度（平成32年度）まで

2022年度（平成34年度）まで 

2）現状と課題 
自転車活用推進計画 新潟市自転車利用環境計画

○自転車の多様化 

○自転車本来の通行空間の整備が断片的 

○自転車対歩行者の事故への対応 

○コンパクトシティの形成に向けた自転車

の利用促進 

○生活習慣病の予防による健康寿命の延伸 

○子どもの体力・運動能力は依然として低

く、二極化している 

○外国人観光客のニーズが体験型観光へと

変化 

○死亡事故の約８割を占める自転車の法令

違反 

○災害時における地域の安全安心の向上に

資する自転車の活用

○高齢化（交通弱者）への対応 

○健康寿命の延伸 

○過度な自動車依存 

○CO2排出量の削減 

○自転車事故の削減 

○放置自転車の削減 

3）目標及び実施すべき施策 
 次頁以降に自転車活用推進計画における実施すべき施策と新潟市自転車利用環境計画

との関係性を示す。 
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実施すべき施策 

■：新潟市と関連がある措置

新潟市自転車利用環境計画との関係性 

はしる 
走行空間 

計画

とめる 
駐輪 

計画

しくみ 
放置自転車 

対策

まもる 
啓発活動 

計画

１．自転車通行空間の計画的な整備の促進 
①地方公共団体における自転車活用推進計画策定の支援 

②ガイドラインに基づく自転車通行空間の整備推進 

③「自転車車線」設置に関する規定の追加 

④自転車通行空間の事例集作成 

⑤道路標識・道路標示・信号機の適切な設置・運用 

⑥自転車マップ作成及びWeb地図の在り方の検討 

⑦オリンピック・パラリンピックに向けた自転車通行空間の整備推進 

⑧自転車の利用促進に関する広報啓発

● － － －

２．路外駐車場の整備や違法駐車取締りの推進等による自転

車通行空間の確保 
①路外駐車場の整備等の推進 

②植樹帯の活用等による停車帯の設置に関する検討 

③パーキング・メーター等の撤去の検討 

④駐車禁止等の規制実施 

⑤違法駐車取締りの積極的な推進 

⑥駐車監視員による違反車両の確認 

－ － － － 

３．シェアサイクルの普及促進 
①シェアサイクル事業の規制・支援の在り方の検討 

②公共用地・民地等へのサイクルポート設置の在り方の検討 

③鉄道駅周辺へのサイクルポート設置の推進 

④サービス提供エリアにおける自転車通行空間の整備促進 

⑤貸出・返却システム共同化の検討 

⑥交通系 ICカードによる利用に向けた運用改善 

⑦経路検索の対象化に向けた検討 

⑧オリンピック・パラリンピックに向けた重点配備

－ － － ● 

４．地域の駐輪ニーズに応じた駐輪場の整備推進 
①路上への駐輪場設置の促進に向けた検討 

②ニーズに応じた駐輪場の整備事例等の周知 

③鉄道事業者への積極的な協力の要請 

④サイクルラックに関する技術基準の見直し 

－ ● － －

５．自転車のＩｏＴ化の促進 
①全国統一の ICタグ導入の検討 

②シェアサイクルの自転車再配置への IoT技術の活用 

③情報通信技術の活用方策に関する調査研究

－ － － －

６．生活道路での通過交通の抑制や無電柱化と合わせた自転

車通行空間の整備 
①まちづくりと連携した自転車施策の推進 

②生活道路における交通安全対策の実施 

③無電柱化と合わせた自転車通行空間の整備 

● － － －

コンパクトなまちづくりと併せて、徒歩や自転車等のスローな交通を中心としたコミュニテ

ィを育むまちづくりを推進し、交通における自動車への依存の程度を低減させることによって、

交通分野の低炭素化や都市部を中心とした道路交通の円滑化等、良好な都市環境を形成。

目標１ 自転車交通 役割拡大   良好 都市環境 形成
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実施すべき施策 

■：新潟市と関連がある措置

新潟市自転車利用環境計画との関係性 

はしる 
走行空間 

計画

とめる 
駐輪 

計画

しくみ 
放置自転車 

対策

まもる 
啓発活動 

計画

７．国際規格に合致した自転車競技施設の整備促進 
①競技施設整備に対する支援の在り方に関する検討 － － － － 

８．公道や公園等の活用による安全に自転車に乗れる環境の

創出 
①既設競輪場や公園等の有効活用の促進 

②多様な自転車の走行環境の在り方に関する検討 

③タンデム自転車の公道走行に関する検討

－ － － － 

９．自転車を利用した健康づくりに関する広報啓発の推進 
①自転車活用による健康増進に関する広報啓発 

②健康増進と連携した観光事業の促進 

③自転車活用による健康増進の好事例の収集・展開 

④健康増進効果に関する調査研究 

⑤まちづくりと連携した自転車施策の推進（再掲） 

⑥生活道路における交通安全対策の実施（再掲） 

⑦無電柱化と合わせた自転車通行空間の整備（再掲）

－ － － ● 

10．自転車通勤の促進 
①自転車通勤拡大のための広報啓発 

②「自転車通勤推進企業」宣言プロジェクトの創設 

③国の機関における駐輪場の整備

－ － － ● 

自転車について、競技スポーツや、日常生活における自転車利用も含めた生涯スポーツの普

及奨励により、心身の健全な発達や、生きがいのある豊かな生活の実現、健康寿命の延伸を目

指す。

目標２          振興等   活力  健康長寿社会 実現
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実施すべき施策 

■：新潟市と関連がある措置

新潟市自転車利用環境計画との関係性 

はしる 
走行空間 

計画

とめる 
駐輪 

計画

しくみ 
放置自転車 

対策

まもる 
啓発活動 

計画

11．国際会議や国際的なサイクリング大会等の誘致 
①国際会議の開催誘致 

②国際的なサイクリング大会に対する支援の在り方の検討
－ － － － 

12．走行環境整備や受入環境整備等による世界に誇るサイ

クリング環境の創出 
①官民連携による先進的なサイクリング環境の整備 

②広域的サイクリングロードの整備推進 

③「ナショナルサイクルルート」の創設 

④好事例の共有によるサイクルトレイン等の実施拡大 

⑤交通結節点等におけるサイクリスト受入サービスの充実

－ － － ● 

自転車を楽しむ、あるいは自転車で楽しむ体験型・交流型旅行の促進や、市民参加型サイク

リングイベント、魅せる自転車競技の誘致・開催等を通じた観光地域づくりを推進し、自転車

を活用した地域の活性化を目指す。

目標３           推進   観光立国 実現
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実施すべき施策 

■：新潟市と関連がある措置

新潟市自転車利用環境計画との関係性 

はしる 
走行空間 

計画

とめる 
駐輪 

計画

しくみ 
放置自転車 

対策

まもる 
啓発活動 

計画

13．高い安全性を備えた自転車の普及促進 
①自転車の安全基準の在り方に関する検討 

②消費者の安全な自転車利用につながる広報啓発 

③自転車の積載制限に関する検討

－ － － ● 

14．自転車の点検整備を促進するための広報啓発等の促

進 
①自転車技士・自転車安全整備士制度への支援等 

②自転車技士・自転車安全整備士の受験要件等に関する検討

－ － － － 

15．交通安全意識の向上に資する広報啓発活動や指導・

取締りの重点的な実施 
①自転車安全利用五則の活用等による通行ルールの周知 

②交通安全意識向上を図るための広報啓発 

③ヘルメット着用の促進に向けた広報啓発 

④自転車運転者講習制度の着実な運用 

⑤交通安全に関する指導技術の向上 

⑥高齢者向けの交通安全教室の実施 

⑦自転車通行空間の整備に合わせた通行ルールの広報啓発 

⑧公務員に対するルールの遵守の徹底 

⑨自動車教習所における教育の実施 

⑩高齢者をはじめとする多様なニーズに関する自転車製品の開発 

⑪自転車指導啓発重点地区・路線における重点的な取締りの実施 

⑫リヤカー牽引自転車への交通ルールの周知徹底 

⑬地域交通安全活動推進委員等による指導啓発活動の推進

－ － － ● 

16．学校における交通安全教室の開催等の推進 
①交通安全教室の講師へ向けた講習会開催 

②交通安全教育の海外先進事例等の周知 

③自転車通学・通行の視点を踏まえた通学路の安全点検の実施 

④自転車通行空間の整備に合わせた通行ルールの広報啓発（再掲）

● － － ● 

17．自転車通行空間の計画的な整備の促進（再掲） 
①地方公共団体における自転車活用推進計画策定の支援（再掲） 

②ガイドラインに基づく自転車通行空間の整備推進（再掲1-②） 

③「自転車車線」設置に関する規定の追加（再掲） 

④自転車通行空間の事例集の作成（再掲） 

⑤道路標識・道路標示・信号機の適切な設置・運用（再掲） 

⑥自転車マップ作成及びWeb地図の在り方の検討（再掲） 

⑦オリンピック・パラリンピックに向けた自転車通行空間の整備推進（再

掲）

● － － － 

18．災害時における自転車の活用の推進 
①災害時における自転車活用に関する検討 

②国道事務所等への自転車配備による危機管理体制の強化
－ － － －

自転車利用者が、交通ルールの遵守を徹底し、歩行者へ思いやりをもって運転することが重

要。その上で歩行者、自転車、自動車が互いの特性や交通ルールを理解し、尊重しあっている

安全で安心な交通環境を創出し、自転車交通事故ゼロの社会を目指すとともに、利用目的に応

じた良質で利用しやすい自転車の普及と安全性確保等により、安全で安心な社会の実現を目指

す。

目標４ 自転車事故   安全 安心 社会 実現
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（7）用語解説集 

※１ 交通手段分担率（P.2-2） 

   本計画で用いた交通手段分担率は、「新潟市内都市交通特性調査」の結果を活用しています。 

   交通に関する調査は、通常、1日の人の動きに着目して以下の項目等を調査します。 

○1日の人の動き（トリップ数） 

○代表交通手段（１つのトリップの中で利用した主な交通手段） 

○交通手段分担率 

      上記のような 1 日の人の動き、利用する交通手段を調査して、「全ての交通手段の

トリップ数」における「ある交通手段のトリップ数」の割合を集計して、「交通手段分

担率」を設定します。 

上記の通勤の例では、「通勤目的の全てのトリップ数」の中で、「鉄道を代表交通手

段としているトリップ数」の割合が「通勤目的の代表交通手段における鉄道の交通分

担率」となります。 

本計画で用いている交通分担率は、「全ての目的のトリップ数におけるそれぞれの代

表交通手段のトリップ数の割合」を示しています。従って、計画の達成目標として設

定している「自転車分担率」は「全ての代表交通手段のトリップ数」において「自転

車を利用しているトリップ数の割合」を示します。 

・人がある１つの目的をもって、ある地点から別の地点へ 

移動したときの単位を「トリップ」と言います。 

・トリップは移動の目的が変わるごとに１つのトリップと 

数えます。 

・左の例では、通勤：1トリップ＋私事（買い物など）：1 

トリップ＋帰宅：1トリップ＝３トリップとなります。 

・１つのトリップでいくつかの交通手段を利用している場合、主な交通手段を「代表 

交通手段」と呼びます。 

・下図の例では、自宅から会社まで徒歩－鉄道－バス－徒歩の3種類の交通手段を使 

っています。都市交通特性調査では、鉄道→バス→二輪車→徒歩の順番で優先順位 

をつけており、下図の例では優先順位の高い鉄道が「代表交通手段」となります。
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   （交通分担率の計算例） 

※２ CO2排出量（P.2-4、4-10、6-31） 

    世界の平均気温が上昇し、近年では世界中で気候変動（猛暑、異常降雨など）が発生し

ています。産業革命以降の気候システムの変化には、人間活動が深く関係しています。産

業革命以降、人間は化石燃料を大量に燃やして使用することで、大気中への二酸化炭素

（CO2）の排出を急速に増加させてしまいました。このため、温室効果が強くなり、地表

面の温度が上昇しています。 

新潟市では、家庭部門から発生する CO2と運輸部門から発生する CO2の割合が高く、

家庭部門では省エネ活動、エネルギー使用機器の効率化、住宅の断熱化などを進め排出量

の削減を進めています。運輸部門では、電気自動車等のエコカーの普及のほか、公共交通

などへの転換を進めています。これは、人の移動に係るCO2排出量をみると、自動車はバ

スの約3倍、電車の約5倍であることから、過度な自動車利用を見直しが必要と考えてい

るためです。 

本計画で進める自転車利用の促進は運部門の CO2 対策の一環であると位置づけられま

す。 
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※３ 新潟市自転車走行空間ガイドライン（P.3-2、4-2、5-1、6-3、7-3） 

    本計画の「はしる～走行空間計画～」において、新潟市内の自転車走行空間の統一的な

整備を図るために以下の項目でガイドラインを作成しています。 

    ①歩行者、自転車、自動車の分離方法 

     自転車道などで構造的に分離する方法、自転車通行帯などで視覚的に分離する方法、

矢羽根型路面表示などで自転車と自動車を混在する方法 

    ②歩道・自転車歩行者道の考え方（自転車は車道走行を原則とし、歩行者の安全確保） 

    ③路肩幅員の考え方（積雪期には自転車走行空間を堆雪幅として活用） 

    ④矢羽根型路面表示やピクトグラムの設置基準 

※４ 放置禁止区域（P.3-3、４-1、4-6、5-1、5-2、6-1、6-23、7-4） 

※５ 自転車等駐車場の附置義務等に関する条例 

（P.4-1、4-7、5-1、5-2、6-1、6-23、7-4） 

    新潟市では、「新潟市自転車等駐車場の附置等に関する条例」が平成19年 4月 1日か

ら施行され、平成19年 10月 1日以降に、この条例では以下に示す区域に、一定規模以

上の施設を新築又は増築の工事に着手する際は、施設の設置者に自転車等駐車場の設置が

義務付けられます。 

  ■自転車等駐車場の附置義務が指定されている区域 

   １．都市計画法第8条第1項第1号で規定する近隣商業地域または商業地域 

２．新潟市自転車等放置防止条例第7条の規定により指定された自転車等放置禁止区域

の道路に接する敷地（「※４ 放置禁止区域」を参照） 

新潟市では、「新潟市自転車等放置防止条例」

に基づき、道路や公園、駅前広場等の公共の場

所に一定期間放置された自転車等（自転車・原

動機付き自転車）の撤去・保管・返還を行って 

います。また、新潟駅万代口周辺を「自転車等

放置禁止区域」に指定しています。放置禁止区 

域内に放置されている自転車等は即日撤去さ

れます。 

■自転車等放置禁止区域 
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※６ シェアサイクリング、レンタサイクル、コミュニティサイクル

（P.4-1、4-6、4-8、4-11、5-1、5-2、6-1、6-27、6-32、7-5） 

○コミュニティサイクルとレンタサイクル 

   交通政策基本法に基づき策定された「交通政策基本計画」によると、コミュニティサイク

ルとは、「相互利用可能な複数のサイクルポート（駐輪場）からなる、自転車による面的な都

市交通システム」と定義されています。また、レンタサイクルは、１つのサイクルポートを

中心に往復利用するものと定義されています。 

「にいがたレンタサイクル」は複数のサイクルポートで貸出・返却ができるシステムなの

で、仕組みとしては、コミュニティサイクルに分類されます。 

○シェアサイクリング 

   コミュニティサイクルと仕組みは同じです。自転車シェア、都市型レンタサイクルとも呼 

ばれている場合があります。 

   本計画では、自転車を共同利用する仕組みを総称して「自転車シェアリング」または「シ

ェアサイクルイング」と呼んでいます。  

出典：第 2 回全国コミュニティサイクル担当者会議 

国土交通省都市局発表資料 

■コミュニティサイクルとレンタサイクルの違い 
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※７ サイクルイベント、サイクルツーリズム 

（P.4-1、4-12、5-1、5-2、5-4、6-1、6-34、7-5） 

    本計画では、自転車に関連するイベントを「サイクルイベント」、自転車を活用した観光

の取り組みを「サイクルツーリズム」と呼んでいます。 

新潟市に関連する主なサイクルイベントとしては、「新潟シティライド」、「新潟ヒルクラ

イム」があります。 

※8 アウトプット指標・アウトカム指標（P.4-2、4-4、4-10、4-13、7-1） 

    一般にアウトプットは結果、アウトカムはその結果に伴う効果、成果を意味します。 

    本計画では、「はしる」、「とめる」、「しくみ」、「まもる」に係る最重点の施策メニューの

実施目標をアウトプット指標（活動指標）として設定し、目標と実施状況を比較して、施

策の進展状況を把握しています。 

また、上記の施策を通じて本計画が掲げるビジョンにどこまで近づいたかを把握する指

標として、次ページに示す５つの指標を設定しています。これは施策の効果、成果として

現れるものであるため、本計画では「アウトカム指標（成果指標）」と呼んでいます。 

新潟シティライド ・新潟市内を自転車で巡るイベント 

・ロングライド（120km）、ミドルライド（70km）、ショートライ

ド（33km）の3種類のコースがある 

・平成24年度から毎年実施 

新潟ヒルクライム ・山や丘陵などの上り坂に設定されたコースを走るタイムレース 

・平成25年度から毎年実施 

■新潟市の主なサイクルイベント 
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■本計画で設定したアウトカム指標（成果指標） 

アウトカム指標 

（成果指標） 
指標の内容 

自転車分担率 ・自転車利用環境の整備により自転車利用者の増加が期待される。自転車利用 

者の増加を「自転車分担率」で把握する。 

・自転車分担率は新潟市内都市交通特性調査で調査している「全ての代表交通

手段のトリップ数における自転車を利用しているトリップ数の割合」（用語集

※１参照）を用いており、自転車分担率が上がることで自転車利用環境の整

備効果があったものと判断している。 

自転車事故件数 ・自転車利用環境の整備により、安全で安心して自転車が利用できることが期

待される。安全性の向上を「自転車事故件数」で把握する。 

・自転車が関連する事故の減少割合と全事故の減少割合の比較で自転車事故の

減少割合が高い場合、自転車利用環境の整備効果があったものと判断してい

る。 

通行区分順守率 ・自転車利用環境の整備で、自転車ルールが浸透することが期待される。浸透

度は自転車ルール（車道の左側を通行する）をどれだけの人が守っているか

（通行区分順守率）で把握する。 

・通行区分順守率は、代表路線（H29 年度では 8 路線）において、自転車走

行空間の整備前後の自転車ルールの順守状況を調査し、順守率が向上した場

合、自転車利用環境の整備効果があったものと判断している。 

路上駐輪台数 ・駐輪場整備、放置自転車対策、利用マナーの啓発により、路上駐輪台数が減

少することが期待される。 

・古町地区、万代地区における路上駐輪の経年的な実態調査結果から路上駐輪

台数の変化を把握し、減少傾向が確認できれば取組み効果があったものと判

断している。 

市政世論調査 ・自転車利用環境計画の取組みで、市民生活の安全・安心が向上していくこと

が期待される。市民生活の安全・安心の向上をアンケート調査し、「満足度」

として把握する。 

・市政世論調査の一環として４つの柱（はしる、とめる、しくみ、まもる）に

ついて、市民の満足度を調査。満足度の経年的変化で増加した場合には取組

みの効果があったものと判断している。 
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※９ ノーマイカーデー、にいがたエコ通勤チェレンジサイト、エコモビリティ推進運動 

  （P.4-10、6-31） 

   新潟市では、自動車交通に過度に依存した交通の改善、運輸部門におけるCO2削減に向け 

て、以下の取り組みを進めてきました。 

 ○ノーマイカーデー 

   市職員はじめ、市内の事業所の従業員でマイカー通勤をしている人に「ノーマイカーデー」 

として指定した日に他の交通手段に変更して通勤してもらう取組み。他の交通手段で通勤す

る体験を通じて、マイカー通勤から他の交通手段へ移ることを促す取組み。 

○にいがたエコ通勤チェレンジサイト 

 ノーマイカーデーの取り組みを一層強化するものとして、自動車から他の交通手段に変更

することで「健康」と「環境」に役立つことをＰＲして、この取組みに参加を促す取組み。 

 サイトを検索し、ニックネームやメールアドレス、年齢、職業などを記入して会員になり、

毎日1回、自転車、徒歩、電車、バスの4つの中で通勤している方法の所要時間を入れると、

CO2削減量、カロリー消費量に換算して表示される。 

○エコモビリティ推進運動 

   ノーマイカーデー、にいがたエコ通勤チャレンジサイトを包括した取り組みで、電車・バ

スなどの公共交通機関の利用や、自転車や徒歩での移動、エコドライブの実践など、用途に

応じて移動手段を賢く使い分け、環境に優しい交通手段を利用するライフスタイルを呼びか

ける取り組み。 

※１０ DID 地区（人口集中地区）（P.6-4） 

   DID 地区（Densely Inhabited District）は「人口集中地区」といい、人口が集積した都

市的地域を示すものであり、国勢調査基本単位区等を基礎単位として、 

1)原則として人口密度が1平方キロメートル当たり4,000人以上の基本単位区等が市区

町村の境域内で互いに隣接して、 

2)それらの隣接した地域の人口が国勢調査時に5,000 人以上を有するこの地域 

と定義されています。 

その都市の都市部と農村部を大まかに区分するための指標の１つと考えられるため、本計

画では、自転車ネットワークを計画するにあたり、自転車利用者が多いと考えられる都市部

（DID地区）を優先的に検討するものとしています。 
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※１１ ピクトグラム（P.6-5） 

ピクトグラム（Pictogram）とはさまざまな物事や行動や概念を一目で分かりやすいよう

絵文字や絵単語や図記号等に変換された視覚記号の一つです。 

新潟市自転車走行空間ガイドラインでは、以下のピクトグラムを路面表示することとして

います。 

※１２ バスラッピング（P.6-33） 

※１３ PDCAサイクル（P.7-7） 

   「PDCA」とは、「Plan（プラン）＝計画」「Do（ドウ）＝実行」「Check（チェック）

＝評価」「Act（アクト）＝改善・処置」の4つの英単語の頭文字で、「PDCAサイクル」と

も呼ばれます。P→D→C→A→P……と、4 つの段階を循環して継続的に行うことで、仕事

を改善・効率化することができる方法と言われています。 

本計画では、「Do（施策の実施）」を「アウトプット指標（活動指標）」で把握し、「Check

（評価）」は「アウトカム指標（成果指標）」で行うことで、課題や改善ポイントを整理して

次の計画の改訂に繋げることを考えています。 

■自転車のピクトグラム 

・自転車通行帯等である

ことを明示する  

■歩行者のピクトグラム 

・歩道のない道路において対

策をする場合路側帯に歩行

者の通行位置を明示する 

■バス注意のピクトグラム 

・自転車とバスの交錯の防止

を図るため、バス停の存在

を明確化し、自転車利用者

に注意を促す 

バスにあらかじめ広告を印刷したフィルム

（ラッピングフィルム）を車体に貼り付けるラ

ッピング広告を施すことで、本計画では、「思い

やり1.5m運動」の広報手法の１つとして取り

上げている。 

■新潟市の区バスのラッピング 


